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農林水産物・食品の輸出実績について

食料産業局輸出促進課

資料１



2018年の農林水産物・食品 輸出額

1

食料産業局

2018年12月の輸出額は876億円。前年同月比▲4.3％。

2018年の輸出額は9,068億円。前年同期比＋12.4％。

財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成

月 農林水産物 前年同月比
輸出額内訳

農産物 林産物 水産物

1月 624億円 35.4% 408億円 26億円 190億円

2月 666億円 ▲3.6% 390億円 29億円 247億円

3月 766億円 8.4 % 487億円 33億円 245億円

4月 776億円 19.7% 445億円 31億円 300億円

5月 702億円 21.6% 426億円 30億円 245億円

6月 825億円 17.8% 471億円 36億円 319億円

7月 705億円 18.2% 458億円 32億円 215億円

8月 688億円 13.7% 459億円 29億円 200億円

9月 792億円 13.8% 487億円 31億円 274億円

10月 799億円 15.2% 538億円 34億円 227億円

11月 851億円 9.0％ 522億円 34億円 295億円

12月 876億円 ▲4.3％ 569億円 33億円 274億円

計 9,068億円 12.4% 5,661億円 376億円 3,031億円
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2018年の農林水産物・食品 輸出額 品目別

3

食料産業局

品 目
金 額

（百万円）
対前年同期
増減率(％）

加工食品 310,121 17.7
アルコール飲料 61,827 13.4

日本酒 22,232 19.0

ソース混合調味料 32,539 10.0
清涼飲料水 28,167 14.9
菓子（米菓を除く） 20,364 11.8
醤油 7,727 8.0
米菓（あられ・せんべい） 4,425 5.7
味噌 3,518 5.5
畜産品 65,945 5.4
畜産物 44,588 18.7

牛肉 24,731 29.1

牛乳・乳製品 15,306 6.4

鶏肉 1,980 0.2

鶏卵 1,529 49.4

豚肉 1,043 3.0

穀物等 42,626 16.0
米（援助米除く） 3,756 17.5
野菜・果実等 42,299 15.5
青果物 29,085 15.9

りんご 13,970 27.6

ぶどう 3,267 11.0

いちご 2,531 40.7

ながいも 2,171 ▲ 14.1

もも 1,780 10.9

かんしょ 1,379 42.0

なし 1,000 1.3

かんきつ 620 3.1

品 目
金 額

（百万円）
対前年同期
増減率(％)

その他農産物 105,070 8.2
たばこ 18,513 34.0
緑茶 15,333 6.8
花き 12,851 ▲ 4.8

植木等 11,962 ▲ 5.3

切花 889 3.1

林産物 37,602 6.0
丸太 14,800 8.2
合板 6,766 14.3
製材 6,046 12.3
水産物（調製品除く） 226,677 10.5
ホタテ貝（生鮮・冷蔵・冷凍等） 47,675 3.1
真珠（天然・養殖） 34,601 7.0
さば 26,690 22.0
かつお・まぐろ類 17,943 25.8
ぶり 15,765 2.5
いわし 8,310 56.8
さけ・ます 4,907 ▲ 12.6
たい 4,655 49.6
すけとうたら 1,788 ▲ 4.6
さんま 1,227 17.6
ほや 776 ▲ 29.8
水産調製品 76,418 9.5 
なまこ（調製） 21,070 1.6 
練り製品（魚肉ソーセージ等） 10,667 12.0
ホタテ貝（調製） 9,588 1.9
貝柱調製品 7,789 23.4

財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成
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食料産業局

(億円)

財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成



2018年の農林水産物・食品 輸出額 国・地域別

5

食料産業局

順
位

輸出先
輸出額
(億円)

前年同期
増減率
(％)

輸出額内訳(億円) 主な輸出品目

農産物林産物水産物 1位 2位 3位

1 香港 2,115 12.7 1,215 6 894 真珠 なまこ(調製) たばこ

2 中国 1,338 32.8 691 164 482 ホタテ貝
(生・蔵・凍 等)

丸太 植木等

3 米国 1,176 5.5 814 29 333 ｱﾙｺｰﾙ飲料 ぶり 緑茶

4 台湾 903 7.8 708 22 173 りんご ｱﾙｺｰﾙ飲料 ｿｰｽ混合調味料

5 韓国 635 6.4 440 36 159 ｱﾙｺｰﾙ飲料 ｿｰｽ混合調味料 たい

6 ベトナム 458 15.9 266 8 184 粉乳 さば 植木等

7 タイ 435 11.4 195 4 236 かつお・まぐろ類 豚の皮(原皮) さば

8 シンガポール 284 8.6 232 3 50 ｱﾙｺｰﾙ飲料 牛肉 ｿｰｽ混合調味料

9 フィリピン 165 15.1 52 79 34 合板 さば 製材

10 オーストラリア 161 8.9 145 1 16 清涼飲料水 ｱﾙｺｰﾙ飲料 ｿｰｽ混合調味料

－ ＥＵ 479 5.9 407 7 65 ｱﾙｺｰﾙ飲料 ｿｰｽ混合調味料 緑茶

財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成



国・地域別輸出額の推移

6

食料産業局

(億円)

財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成
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品目別の取組実績

資料２

hiromitsu_sendo290
長方形



（３月12日時点） 

取組方針を踏まえた今年度実績_コメ・コメ加工品部会

１．輸出ターゲット市場の拡大
〇 中国向けルートの複線化

•中国向けコメ輸出に必要な指定・登録施設の
追加について、中国当局への働きかけを実施

•中国当局への働きかけを実施した結果、平成30年５月、新たに
２精米工場及び５くん蒸倉庫が追加 -

•中国向け輸出事業者と全農が連携した共同
くん蒸の取組の継続・拡大
(共同くん蒸等の取組拡大数量)(輸出実績)

•昨年５月に新たに中国向けコメ輸出施設として追加された北海
道及び兵庫のくん蒸倉庫を活用し、合計８回の共同くん蒸を
実施（２月末時点）

•共同くん蒸を実施した回数・数量
（輸出実績）、参加者数
29年度２回・計143トン、
４事業者
30年度８回・計355トン、
６事業者

•中国向け輸出に関する現地プロモーション・
キャンペーンと連動した輸出の実施
（輸出実績）

•外務省・中国大使館が行った、北京・上海市内の日本料理店
（16店舗）におけるプロモーションと連携し、12月末～２月中
旬に、上海市内の中華系チェーン店を含む日本料理店で日本
産米特別メニューフェアを実施（上海市内24店舗）。実施店
舗において、KOL等のパワーブロガーによる宣伝や、ECサイトへの
誘導を行うことで、日本産米の販売拡大を推進

•中国進出日系企業に対し、春節日本産米ギフト（北海道、京
都、佐賀、富山産米）を、JETROや日本商工会とも連携しな
がら、広報・宣伝。多数の日系企業から引き合いがあった

• 30年中国向けコメの輸出実
績：524トン

•日本産米メニューフェアにおける日
本産米使用数量：
約２万食（約3.7トン）

•日本産米メニューフェアイベント動
画:14,000回再生
（フェア終了時点）

•日本産米メニューフェアにおける
SNS等での発信：約200万人
へリーチ

•日本産米ギフト販売数:2kg袋
6,360個（13トン）

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況



取組方針を踏まえた今年度実績_コメ・コメ加工品部会

１．輸出ターゲット市場の拡大
〇 中国向けルートの複線化

•中国向け精米輸出に係るモデル的な取組の
検討・実施
（５事業者以外の輸出実績、２㎏袋以外の
輸出実績、処理経費の削減率）

•大規模見本市への日本産米ブース出展等を通じて、新たに中
国向け輸出に取り組む産地の取組を支援。５事業者以外の輸
出が増加するとともに、輸出されるコメの産地／商品数が増加

•一般的な２kg袋以外の小袋（１kg袋）での輸出を支援

•５事業者以外の30年輸出
実績：111トン ３事業者

•中国における取扱商品数
29年：８道県11品種
30年：11道府県17品種

•２kg袋以外の30年輸出
実績：12トン（１kg袋）

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（３月12日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_コメ・コメ加工品部会

１．輸出ターゲット市場の拡大
〇 幅広い輸出ターゲットに向け、商品・売り方を多様化

•中国現地のアンテナショップを活用したプロモーショ
ンキャンペーン（アンテナショップの販売数量）

•板橋貿易がアンテナショップにおける試食・販売だけでなく、ECサ
イト（タオバオ、T-mall等）にも出店。春節、国慶節、独身の
日等の需要拡大時期を確実に捉えるECサイト販売に軸を置き、
実店舗と連動させ、中国全土へ販売網を広げている

• EC販売実績：平均50袋/日
（セール時は100袋/日、独身の
日セールでは、1,000袋/日を
販売）

•中国の小売店における精米商品ラインナップの
拡大のための産地とのマッチングの推進
（取扱商品数）

•産地と輸出事業者の参加による、コメ海外市場拡大戦略プロ
ジェクトマッチング商談会を全国５か所で実施

•中国における取扱商品数(再掲)
29年：８道県11品種
30年：11道府県17品種

• SNS等での拡散情報から購買につなげる仕掛け
を検討し、引き続き体験会を実施
（取組を通じた精米の販売数量）

•上海等中国4都市にて、子育て中の母親層に影響力のある「マ
マブロガー」と、乳幼児向け商品の取扱バイヤーにパックご飯の試
食会を実施。ふっくら柔らかな味で利便性が高いとの評価を獲得。
口コミの効果を通じて、約4,000食の販売につながった

•バイヤーによるパックご飯
販売実績：4,200食

•ママブロガーによる投稿閲読数：
3,294万回（平均：824万回
/都市）

•安心・安全を重視する子供・親等にターゲットを
絞ったパックご飯のプロモーション等を実施
（販売数量）

•パックご飯のテスト販売について、地域・店舗の
選択と集中を実施（販売数量）

•博多・長崎・鹿児島～上海の復路のクルーズ船３隻(平均月３
回就航)内のジャパンショップで、パックご飯等の販売を行うとともに、
パックご飯等の認知度向上セミナーを実施。特にパックご飯は、お
かずとなるレトルトカレーとのセット販売で訴求(２～３月)

• クルーズ船ジャパンショップでの販
売は、現在実施中

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（３月12日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_コメ・コメ加工品部会

１．輸出ターゲット市場の拡大
〇 幅広い輸出ターゲットに向け、商品・売り方を多様化

•成約を意識した展示会・商談会への参加
（商談成約件数・額）

•中国国際輸入博覧会において、日本産米・日本産包装米飯プ
ロモーションを実施。複数の輸出事業者が中国国有企業等と今
後の日本産米の輸出に関する覚書を締結

（中国国際輸入博覧会）
•覚書における契約数量例：2年
間で1,000トンの日本産米輸出

•日本産米紹介小冊子(ブランド
ブック)配布数：5,000冊

•出展団体紹介チラシ配布数：
2,000枚

•試食提供数：14,356食

•米国ラスベガスにおけるワイン及びスピリッツ業界のディストリビュー
ターを代表する卸業者の団体が主催する展示会において、日本
酒の試飲体験等のプロモーションを実施。この機会を捉えた商談
会の結果、約1,500万円の商談成立

(米国ラスベガスでのアルコール
展示会における日本酒プロモー
ション）
•商談成約件数：3件
•商談成約金額：約1,500万円

• “日本の食品”輸出EXPOへ全日本コメ・コメ関連食品輸出促進
協議会が出展し、日本産米、米菓、日本酒の試食プロモーショ
ンを実施。主に中国・東南アジアのバイヤーに対して個社のブース
において商談ができた

（“日本の食品”輸出EXPO）
•試飲・試食：約2,000食
•商談成約件数：17件
•商談成約金額：約300万円

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（３月12日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_コメ・コメ加工品部会

１．輸出ターゲット市場の拡大
〇 幅広い輸出ターゲットに向け、商品・売り方を多様化

• 「コメ海外市場拡大戦略プロジェクト」(ＫＫＰ)
参加者の具体的な輸出拡大の取組の推進
（参加者の輸出実績）

• KKP参加輸出事業者が、各社のニーズにあった海外プロモーショ
ンを提案・実施。平成30年で輸出事業者合計約２千トンの
輸出増

•水田活用の直接支払交付金とともに30年産輸出用米契約数
量の増加量（29年産比）に応じた支援を行った結果、30年産
の輸出用米契約数量が２倍以上増加

• KKP参加者の30年輸出実績：
11,159トン
(米穀輸出届出ベース)

•外食チェーンをターゲットにした販売促進キャン
ペーンの企画・実行
（キャンペーンによる輸出実績）

•香港の中華料理シェフを対象に、日本の和洋中のシェフにより、
日本産米の炊き方教室、日本産米の美味しさの秘訣講習、日
本産米を活用した和洋中レシピ提案を実施。ネットワーキング時
間を設けたほか、我が国の輸出事業者が、イベントに参加した
シェフが在籍するレストランに対し日本産米使用を営業中

•中国のゼンショー（すき家）が、中国国内215店舗で、12月の
１か月間、日本産米を使用した定食メニューを販売。また、北京
の大規模日本料理店（６店舗）において、日本産米を使用し
た新メニューを提供。売上げも好調なため、毎年の恒例キャン
ペーンとする方向

•セミナーの基調講演：大変参考
になった・参考になった(96.1%)

•日本産米を使用してみたい
(61.6%)

•販売実績調査中

•ゼンショー（すき家）での日本産
米使用メニューの提供については、
１か月で24トン使用。

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（３月12日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_コメ・コメ加工品部会

２．輸出ターゲットの深掘り（価格競争力強化のための生産コスト削減）
〇 コメの生産コストに関するKPIに向けた取組の着実な実施
〇 多収品種の導入等による低コスト生産・輸出供給モデルの構築

•直播栽培において移植栽培並の収量を得るため
の経験・技術のノウハウを共有

•直播栽培に適した多収品種や、技術等を掲載している「稲作技
術カタログ」 を周知するとともに、掲載された技術の地域への普
及を図るための現地指導等の取組を支援

•直播栽培に適した多収品種の導入実証を行い、輸出用米の低
コスト生産に係る技術の横展開を図る

-

•輸出産地における多収品種の導入状況を把握
し、導入を促進

•具体的には、多収品種の作付の経営面でのメ
リットを分かりやすく発信するとともに、実需側から
も働きかけ
（担い手の米の生産コスト）

• 「コメ海外市場拡大戦略プロジェクト」（KKP）に、259産地が
参加。当該産地の課題を把握しつつ、省力栽培技術や多収品
種の導入を提案

•ブロック単位で開催したマッチングイベントにて、輸出に適した多収
品種の取組事例や技術等を紹介するとともに、マッチングに参加
した輸出時業者からも輸出産地に働きかけ

•担い手の米の生産コスト
個別経営：10,995円/60kg
（23年全国比▲31%）
組織法人経営：11,859円/60kg
（23年全国比▲26%）

• JA、都道府県農業改良普及センターの協力を
得つつ、輸出用米栽培暦の作成等、輸出拡大
に向けた生産体制の取組モデルの構築の推進
（取組産地数、面積）

• JAや法人等における輸出向けノウハウ等を紹介した「コメ海外市
場拡大戦略プロジェクト戦略的輸出基地優良事例集」を作成、
周知することで、輸出に適した生産体制の取組モデルを横展開

•多収品種の導入実証を行い、輸出用米の低コスト栽培に関する
生産履歴等の情報を収集

•全農が県や農業試験場とも連携を取りながら、多収品種の栽培
による低コストの輸出産地づくりを実施

29年産：17JA、約28ha
30年産：９JA、約135ha

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（３月12日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_コメ・コメ加工品部会

3．輸出を円滑に進めるための環境の整備
〇 輸入規制の撤廃・緩和の働きかけ、検疫協議等

•中国向けコメ輸出に必要な指定・登録施設の追
加について、中国当局への働きかけを実施
（再掲）

•中国当局への働きかけを実施した結果、平成30年５月、新たに
２精米工場及び５くん蒸倉庫が追加 -

•ベトナム向け玄米及びタイ向け玄米についての早
期解禁に向けた検疫協議等を実施

• KKP参加者に対する注意喚起や、輸出事業者
に対する情報提供を実施

•ベトナム当局との検疫協議を実施した結果、平成30年５月、ベ
トナム向け玄米の輸出解禁を実現

•平成30年５月に新たに追加となった中国向け輸出施設の活用
について、関係者と意見交換を行うとともに、円滑な共同くん蒸の
ための情報提供・調整を実施

•また、平成30年８月の検疫対象害虫の発見に伴う一部精米
工場の中国向け輸出の停止以降、同工場の利用を計画してい
た輸出事業者に対して、中国向けコメ輸出が停滞しないよう他の
精米工場の利用について調整

•引き続き、輸出事業者に対して、共同くん蒸に係る情報提供・
調整を行うとともに、中国向け精米工場を円滑に利用できるよう
必要に応じて調整

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（３月12日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_コメ・コメ加工品部会（米粉）

１．輸出ターゲット市場の拡大

•高品質な日本産米粉製品による欧米のグルテン
フリー市場の獲得に向け、引き続き日本米粉協
会等の民間と連携し日本産米粉製品の輸出拡
大の取組を推進

•高品質な日本産米粉製品による欧米のグルテンフリー市場の獲
得に向け、「ノングルテン米粉第三者認証制度」や「米粉の用途
別基準」を立ち上げ、平成30年から、ノングルテン米粉や用途別
基準に適合する高品質な日本産米粉の流通が開始（ノングル
テン米粉認証企業２社（２社審査中）、用途別基準製品製
造企業５社）（３月時点）

• コメ海外市場拡大戦略プロジェクト（KKP）に参加した米粉事
業者が行う海外でのプロモーション活動について支援を実施
（６事業者５か国）

•オールジャパンの米粉プロモーションとして、NPO法人米粉ネット
ワークが実施する輸出EXPOの出展及びスペインにおける実売と
結びついたプロモーションを支援。輸出EXPOにおいては、35件の
商談を行い、スペインにおいては、６社21商品のPRを行うと共に、
現地卸・流通業者と連携して、９商品を実際に輸出
（262kg）し、イベントにて完売。引き続き商談を継続中

• KKP参加米粉事業者（６事業
者）の30年輸出量：85トン

• 29年度補正予算等により、米粉等の輸出・販
売拡大の取組を強力に支援
（輸出実績）

•グルテンフリー市場をターゲットとした、JFOODOの
戦略・取組との連携による米粉の新たな海外市
場を開拓

•米粉事業者の販売活動とJFOODOの取組を連携し、効果的な
日本産米粉の輸出拡大を行うため、平成30年７月26日及び
平成31年２月13日にJFOODOと米粉事業者による輸出に関
する意見交換会を開催。引き続き、JFOODOとの情報共有を
行い、米粉の新たな海外市場開拓の推進に取り組む

• JFOODOが展開する見本市等の情報を米粉ネットワークの日本
米粉協会のHPで掲載するほか、スペインプロモーションにおいて、
JFOODOの取組状況を記載したパンフレットを配布する等の連
携を推進

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（３月12日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_コメ・コメ加工品部会（米粉）

１．輸出ターゲット市場の拡大

•多収品種の導入等により、米粉用米のコスト
低減を推進
（取組面積）

• 「コメ海外市場拡大戦略プロジェクト」（KKP）に参加する産地
について、米粉用も含めた生産面の課題を把握しつつ、省力栽
培技術や多収品種の導入を提案

•米粉製品への加工に適した品種栽培や米粉用米の生産コスト
の低減に資する栽培データの収集等を支援

(米粉用多収品種の取組面積)
• 29年産732ha（14%）
• 30年産1,131ha（21%）

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（３月12日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_コメ・コメ加工品部会（米菓）

１．輸出ターゲット市場の拡大

•成約を意識した展示会・商談会への参加 •シンガポールの日系小売店にて、日本産米菓の実売（店内棚
３か月間、特設売り場３週末）を実施。特に国産米の使用を
強調したソフトな食感の米菓が高評価を獲得。同時に開催した
商談会の結果、1,500万円超の商談成立

（シンガポール米菓促進事業）
•取組事業者:8社
•名刺交換数:約60社
•商談件数:約70件
•成約件数:約10件
•成約額:約1,800万円

•全国米菓工業組合のグローバル委員会において、
具体的な未来輸出戦略の策定・実行

•大手米菓メーカーを中心とした12社によるグローバル委員会にお
いて、賞味期限の延長・原料米価格の高騰・中国向けの輸出
規制等の課題に関する協議を実施 -

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（３月12日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_青果物部会

１．統一マークの活用等によりジャパンブランドを前面に立てた販売促進
〇日本青果物輸出促進協議会（日青協）の会員が実施する全ての販売促進イベントで統一的なロゴマーク、販促グッズや統一的デザインによ
るブースを設置しPR

• オールジャパンでの国内外の展示会や商談会で、
統一資材を活用したPR、販売促進活動を実施
(統一資材の使用を要件化)
（統一資材の使用率・商談契約件数・
輸出金額）

•日本の食品輸出EXPOや、香港FOODEX等の展示会や商談
会の際に、統一資材の使用を要件化することで、統一資材を活
用したPR・販売促進活動を徹底

•統一資材を活用することで、オールジャパンでのブランド力向上の
取組が実施でき、効率的な販促活動ができた

•統一資材の使用率：100%
•日本の食品輸出EXPOの商談
件数：109件

•日青協の会員が実施した事業等の効果的な取
組事例を会員相互で共有するとともにＨＰで情
報を発信し、横展開を図る
（新たな取り組み事例の創出）

•展示会や商談会等によって成約した取組を日青協HPに掲載す
るとともに総会等で周知を実施

•周知事例をきっかけとして、ハワイへのクラウンメロンの輸出に関す
る事業等、会員企業による新規輸出取組事例の創出に貢献

•新たな取組事例：1件

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（2月20日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_青果物部会

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

２．富裕層をターゲットにした取り組み
〇 輸出相手国・地域別の輸出実績やマーケットの特徴を踏まえた戦略を立て、富裕層向けの輸出をさらに拡大

• タイ、ベトナム、インドネシア等の富裕層をターゲッ
トに日系百貨店等でのりんご、なし等の試食と品
質のＰＲ、販売促進活動を実施
（商談契約件数・輸出金額）

• タイの日系スーパーにおいて、富裕層をターゲットとした、りんご、な
し、ぶどう、かき、野菜の試食販売・PRを実施。特に現地産に比
べ品質差が分かりやすい大根・人参・きゅうりの需要が高く、今後
の需要拡大が見込めることを確認

•ベトナム・インドネシアのスーパーにおいて、りんご、なし等の試食宣
伝やバイヤーとの商談を通じて、贈答用等の富裕層向けの需要
を確認。今後さらなる需要拡大が見込まれる

輸出金額/商談件数
• タイ:373,642千円/13件
•ベトナム:318,010千円/4件
•インドネシア：31,410千円/6件

•解禁されたベトナム(りんご・なし)及び米国(かき)
等への売り込みで市場を開拓
（商談契約件数・輸出金額）

•ベトナムのスーパーにおいて、りんご、なしの試食販売を実施。特
に大玉で甘みが強いなしの人気が高く、今後さらなる需要拡大が
見込まれる

•米国やオーストラリア、カナダに対し和歌山県産温州みかんやなし、
かき等を輸出。日本産に馴染みのない市場での認知度向上に
寄与した

輸出金額/商談件数
•ベトナム:318,010千円/4件
•米国:123,671千円/1件
•豪州：317千円
•カナダ：52,530千円

（2月20日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_青果物部会

３．富裕層向けにとどまることなく、中間層への新たな需要を創出
〇 産地と連携して市場調査、実証事業を実施し、中間層向け商品の供給体制を確立

•国内外の展示会や商談会において、いちご等の
青果物やジュース等の加工品について、中間層
向けの商品をバイヤーに提案し販売促進活動を
強化する
（商談契約件数・輸出金額）

• 「2018香港FOODEX」にて、かき、なし、ぶどう、もも等に関する
セミナー・試食会等を実施。見栄えにこだわった「かごもり」等の工
夫を行い、ギフト需要等を狙った販売拡大に寄与

• 「日本の食品輸出EXPO」にてセミナー・試食会を実施。既存顧
客を中心に商談成約を実現した他、英・中併記のパンフレット
250部を2日で配布する等、日本産青果物のPRに寄与

• フランスのランジス市場内の卸売業者や現地のパティスリー等に対
して、かき、ぶどう等のPRを実施。日本産のシャインマスカットを活
用したタルトやチョコレートの試験販売を行う等し、日本産青果物
のPRに寄与

輸出金額/商談件数
•香港:2,363,625千円/53件
• EU:24,850千円/9件

•船便輸送の適性が高い品目について、鮮度保
持技術の活用と産地間連携による混載でコスト
を低減しつつ、中間層への販売促進活動を実施
（商談契約件数・輸出金額）

•九州大学との連携により、複数温度帯が設定可能な冷蔵コンテ
ナを使用した多品目混載の輸送試験を実施。空隙に軽量なま
いたけ等を混載し、低コストでの海上輸送を実現

•香港での中間層をターゲットとした小玉りんごの販売や、春節の
時期に販売される低価格帯でのイチゴの販売を実施し、販路拡
大に貢献

-

•たまねぎ等の大ロットでの輸出が可能な品目につ
いて、フードバリューチェーンでの輸出案件を創出
する（輸出案件の創出・輸出金額）

•北海道のたまねぎ産地において、安定した輸出に向けた海外マー
ケットを創出するために取組の統一方針を策定

•本年産については作況不良に
より輸出量は低調
（輸出金額:146百万円）

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（2月20日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_青果物部会

４．ニーズを逃さない周年供給体制の確立
〇 販促イベントを重複なく通年で実施し、各産地が商品を供給できるよう調整。併せて産地情報、販促イベントや販売の時期などをＰＲ
〇 棚の借上げや鮮度保持技術の導入等により通年供給体制を構築

•香港、台湾、シンガポールにおいて、各産地や地
域商社等が連携し、販売促進活動を実施。品
目（りんご・かんきつ・ぶどう・いちご・もも等）、産
地、品種、加工品の組み合わせにより、通年で
日本産青果物を供給
（通年販売・輸出金額）

•香港の百貨店、スーパーにおいて、もも、ぶどう、メロン、なし、野
菜等のPRを実施。日本産の青果物全般に対して、高品質のイ
メージが定着している。特に、桃に関しては他国産に比べみずみ
ずしく甘みが強いと差別化ができており、今後さらなる需要が期待
できることを確認

•台湾の百貨店、スーパーにおいて中秋節向けの大分県産なしの
販促活動を実施。継続的なプロモーションにより日本産なしの認
知度は高まってきたが、安価な現地産品の人気が高く、さらなる
プロモーションが今後も必要

•シンガポールの百貨店、スーパーにおいて、りんご、みかん、もも、
ぶどう、なし、いちご、かき、りんごジュース、大根、白菜等の野菜、
かんしょの販促活動についてリレー出荷で通年での供給実施

輸出金額/商談件数
•香港:2,363,625千円/53件
•台湾:5,956,700千円/20件
• ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ:76,485千円/25件

•東京流通センターを活用した集出荷の拡大を
図る（輸出金額）

•香港、マレーシア、シンガポール、タイ、台湾向けに、りんご、桃、ぶ
どう、なし、さつまいも等の様々な青果物の輸出を拡大

輸出金額：4億9,700万円
(2018年3‐12月)

•各輸出拠点が、輸出目標達成に向け、集荷取
扱量の増加および生産量の拡大を実施
（輸出拠点毎の金額目標の達成）

•輸出目標の達成に向けて新規需要の開拓等に取り組み、今後
さらなる集荷取扱数量の増加が期待できることを確認
 輸出専用低温集荷施設（同 東京流通センター）
 りんごの集出荷施設（差別化による訴求力の強化）
 いちごの栽培施設（ブランド化による販売価格の確保）
 かんしょの集出荷貯蔵施設（幅広な展開 日系店、現地
高級店・大衆店）

•輸出金額：12億5千万円
(2018年4-12月)

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（2月20日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_青果物部会

４．ニーズを逃さない周年供給体制の確立
〇 販促イベントを重複なく通年で実施し、各産地が商品を供給できるよう調整。併せて産地情報、販促イベントや販売の時期などをＰＲ
〇 棚の借上げや鮮度保持技術の導入等により通年供給体制を構築

• りんご・ながいも・ぶどう・かき等を中心に、輸出事
業者と産地のパイプを太くする取組(意見交換の
場等)を実施
（産地と事業者との商談件数）

•中央マッチングセミナーを都内商業施設にて実施し、タイやマレー
シア、米国、香港、台湾向けりんご等の青果物に関するセミナー
や、産地プレゼン、商談を実施

•地方マッチングについては大分県の日向市にてタイやマレーシア、
米国、香港、台湾向けのあまおうやなしの商談会を実施

•米国の輸入業者とながいもの取扱い状況、他国産の状況、改
善点等に係る意見交換を行い、スーパー等での販売状況を調査

• 162名来場

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（2月20日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_青果物部会

５．新品種、新技術の普及、優良系統への転換による国産供給力の強化
〇 付加価値、生産性の向上

•輸出先のニーズに応じて生産拡大する取組や、
植物検疫・残留農薬条件に合致した生産を行う
輸出産地づくりを推進
（取組産地数）

•平成29年度補正事業により三重県において台湾及びタイ向け柑橘
に係る産地づくりを支援

•平成30年度補正事業により輸出産地づくりを支援

•台湾向け（2地区）
タイ向け （3地区）

•公募終了し現在審査中

•海外における育成者権の取得を推進し、海外で
の無断栽培を防止、アジア各国における品種保
護制度の整備に向けた活動を支援
（海外品種登録出願数）

•ぶどうのシャインマスカットや韓国のイチゴの海外への流出の問題などを
踏まえ、日本の青果物の輸出に大きな影響を与える可能性のある
品種について、海外での品種登録の支援を行った

•主な植物ごとの出願先国と出願数は以下のとおり
➀ブドウは10品種を支援し、中国に10品種、韓国に9品種、台湾
に5品種、ベトナムに4品種、香港に1品種を出願

②りんごは15品種出を支援し、中国に15品種、韓国に15品種、
香港に４品種、EUに2品種、米国及び豪州に各1品種の出願

③かんきつは4品種を支援し、中国に4品種、韓国に4品種、カナダ
に3品種、米国及び香港に各1品種の出願

④ももは５品種を支援し、中国に5品種、韓国に４品種、EU及び
台湾に各1品種の出願

⑤イチゴは15品種を支援し、中国に13品種、韓国に13品種、EU
に3品種、台湾に4品種、豪州及びベトナムに各1品種の出願

•海外品種登録出願件数
• 222品種
• うち、登録済み 4品種

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

韓国：サツマイモ、
ベトナム：サツマイモ、稲等

（2月20日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_青果物部会

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

６．輸出を円滑に進めるための環境を整備

•輸出解禁等に向けた植物検疫協議の実施（タ
イ向けかんきつ類、豪州向けいちご等に加えて、
産地の輸出要望を踏まえ、ベトナム向けりんごの
検疫条件の緩和に向けた協議等を実施）

•産地の輸出要望を踏まえた国・品目について、重点的かつ戦略的
に植物検疫協議を実施した結果、カナダ向けりんご及びタイ向けか
んきつ類の条件緩和並びにペルー向けなしの輸出解禁を実現

•委託事業を活用し、シンクイガ類等に対する有効な栽培管理の
方法を科学的に実証したほか、輸出相手国が侵入を警戒するり
んご及びうんしゅうみかんの害虫の殺虫効果に関するデータを蓄積

•産地の輸出要望及び青果物部会での議論を踏まえて、フィリピン
向けいちごの輸出解禁に向けた検疫協議を開始することを決定

• -

•研究結果及び要請産地の意向を踏まえ、EU向
けゆずの検疫条件（表面殺菌処理）の緩和の
要請を取り下げ

•要請産地からの要請取り下げを受け、平成30年３月、EUへ要
請取り下げの旨通知

• -

（2月20日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_青果物部会

６．輸出を円滑に進めるための環境を整備

•輸出が可能となった国・品目について、専門家に
よる技術的サポートにより輸出を円滑に推進
（サポート実施件数）

• 「輸出先国の規制に対応するためのサポート体制整備事業」
（平成30年度予算額72百万円）により、輸出を志向する産
地が輸出先国の植物検疫条件や残留農薬基準に対応できるよ
う、病害虫防除、残留農薬、植物検疫等の専門家を組織化し、
産地等のニーズに応じた専門家の派遣等により産地を支援

•サポート実施件数：107件
（平成30年12月31日時点）

•輸出先国の輸入品の残留農薬基準(インポート
トレランス)申請の支援（申請件数）

•平成30年度当初予算を活用して台湾向け9成分、米国向け2
成分の申請を支援予定

•台湾向け1成分、米国向け1成
分を申請

•台湾において過去に申請していた
5成分について基準値設定
(2019.1.28付け)

•防除マニュアルの作成・普及による輸出促進の
取組（防除マニュアル作成件数）

•平成29年度補正事業により三重県において台湾向け柑橘の
防除マニュアルの普及

•平成30年度補正事業により輸出産地づくりを支援

•台湾向け（2地区）

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（2月20日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_青果物部会

６．輸出を円滑に進めるための環境を整備

•日本発GAP認証(ASIAGAP)の仕組みの国際
承認による国際規格化を官民連携して推進
（GFSI承認を得る）

•（一財）日本GAP協会による日本発GAP認証(ASIAGAP)の
仕組みの国際規格化のための情報収集等に関する取組を支援

• GFSI世界会議等において、官民連携して承認に向けた関係者
への働き掛けを実施

•平成30年10月に日本発GAP
認証(ASIAGAP)の仕組みが
GFSI承認を取得

• 29年度補正予算及び30年度予算を活用し
GAP認証(GLOBALG.A.P.、ASIAGAP等)の
取得を引き続き促進（認証取得経営体数）

• 29年度補正予算では、輸出拡大及びASIAGAPの国際規格
化に向け、認証取得等の取組を支援

• 30年度予算では、GAPの取組・認証取得の拡大に向け、交付
金事業により都道府県を通じて指導員の育成や認証取得等の
取組を支援

• 30年4月～12月までに、全国
約1,000経営体が新規に認証
取得
（出典：都道府県聞き取り）

•放射性物質に係る諸外国・地域の輸入規制の
撤廃・緩和に向けた働きかけの継続

•あらゆる機会を捉えた働きかけを継続的に実施中
-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（2月20日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_花き部会

１．海外市場を獲得するためのプロモーション活動を強化
〇 (切り花）プロモーションについてニューヨークでの成功モデルの横展開
〇（植木･盆栽）イヌマキに代わる新商材としてイヌマキ以外の新商品のプロモーション強化

•米国・カナダについては、引き続き、AIFDのサマー
シンポジムでフラワーデザイナー等を対象としたプロ
モーションを実施するとともに、主要都市で、現地
バイヤー等を対象とした販売促進活動を展開す
る。また、新たに大口取引の可能性がある現地バ
イヤー等の招聘事業に取り組み、日本産花きの
生産過程も含めた価値をPRしながら取引規模
の拡大・安定化を図る（評価向上・取扱事業
者の拡大・成約額の増加）

•アメリカの主要都市(マイアミ・ロサンゼルス、ヒューストン・ダラス等)
にてデザイナー等を対象とした切花の販促を実施。生け花に使用
する枝ものが海外事業者には目新しく、需要があり、商談成約に
繋がった

•アメリカのバイヤー・デザイナーを、大阪の卸売市場や長野・九州
等の産地へ招へいし、グロリオサ等の定番品を主軸に新商品であ
る春季限定の商品を紹介。日本特有の少人数による少量多品
種の栽培法をPRした

•世界的に影響力のある全米フラワーデザイナー協会AIFDの年次
シンポジウムにおいて、選出されたデザイナーに切花を無償提供し、
日本産グロリオサ等のPRに繋げた

•デモンストレーション参加者:計35
名(ロサンゼルス・ヒューストン)

•新規商談件数:7件(ロサンゼル
ス・ヒューストン

•アメリカ輸出取引見込
額:235,200千円

•新規商談件数:90件
•成約済み件数:1件

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_花き部会

１．海外市場を獲得するためのプロモーション活動を強化
〇 (切り花）プロモーションについてニューヨークでの成功モデルの横展開
〇（植木･盆栽）イヌマキに代わる新商材としてイヌマキ以外の新商品のプロモーション強化

•中国については、引き続き、IPM北京2018に出
展するとともに、主要都市ごとの販売促進活動を
通じて、安定した輸出ルートを確立する。更に、
2019北京国際園芸博覧会の具体的な日本産
花きの輸出拡大に繋がるPRの方法を検討・
実行（ルート開拓数・参加事業者輸出額）

• IPM北京にて、花きの総合的展示・PRを実施。既存顧客との商
流の拡大に繋がった他、新たに大手ECサイトからのにおける需要
が高く、また既存顧客との安定した取引にも繋がった

•中国昆明での花き小売業交流会にて、フラワーデザインスクール
の関係者にPRや商談会を実施し、切花の販路開拓を行う

•大連・上海にて、展示会や商談会を現地取引先と共同展開し、
中国東北部等を含む新たな切り花販路開拓を実施。デザイナー
に対し、日本産グロリオサやトルコキキョウ等の和風の花をブーケに
取り入れた新たな使用方法等を提案

•上海にて日本独自のピンク色のポインセチアを、鉢物にて高級花
き販売店等で展示し、日本の品種改良・栽培技術の評価に繋
がった

•中国沿岸部の新規バイヤーを大田市場・関西・愛知・東京等の
生産地に招へい。切花の実物を紹介することで、日本産の切花
が発色や花もちの観点で価格に見合う品質であるとの訴求に成
功した

•新規商談件数:315件
•成約件数:15件(4,100万円)

•商談件数：3件

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_花き部会

１．海外市場を獲得するためのプロモーション活動を強化
〇 (切り花）プロモーションについてニューヨークでの成功モデルの横展開
〇（植木･盆栽）イヌマキに代わる新商材としてイヌマキ以外の新商品のプロモーション強化

• EUについては、日・EUのEPAの交渉妥結を踏ま
え、IFTFの出展規模を拡大して日本産花きを総
合的に出展・PRするとともに、新たにフランス、
ポーランド等の主要都市ごとの販売促進活動に
も取り組み、安定した輸出ルートを確立する
（取扱事業者の拡大）

•オランダのIFTFのアジア・中東を含めた世界中の新規・既存バイ
ヤーが参加する情報発信の場にて、花きの総合展示・PR実施

• フランスのランジス市場にて特設ブースを設置し、デザイナーによる
デモンストレーションを通じて、グロリオサやトルコキキョウ等の定番
やスイートピー・ラナンキュラス等春季の切り花のPRを実施し、商
談成約に繋げた

•ポーランドのワルシャワでの「Green is life Warsaw」にて、他国
産品に比べ丈の長いグロリオサや花が大きいトルコキキョウ等を、デ
ザイナーによるデモンストレーションを通じてPRし、切花の商談成
約に繋げた

•商談件数(オランダ):80件

•デモンストレーション参者
:1,500人

•パンフレット配布:100部
•新規商談件数:17件

•日本産花き需要が高まっているシンガポール、イン
ドネシア、ベトナム、タイ、アラブ首長国連邦、ロシ
ア、オーストラリア等でのPR活動及び販売活動を
行い、新たな市場を拡大する
（取扱事業者の拡大)

•ジャカルタ市内(インドネシア)のホテルにて、輸入商社を集め、日
本産花きの特性・使用方法をPRするとともに、中小事業者を中
心とした共同輸入の可能性を検討

•ベトナムにて、盆栽・切花の展示を実施し、PRや商談会等による
販促活動を実施し、商談成約に繋げた

•新規商談件数(ベトナム):22件

•有望な輸出品目であるサクラ等の長い枝ものを
中心に船便による低コスト輸送方法の実証を
検討
（低コスト輸送方法の実証によるコストの低減）

•日本の枝もの最盛期である11月から1月まで、条件設定を変え
て10コンテナを東京港からロッテルダム港まで船便を利用して輸
出実証を実施

•花の状態よく到着させることができ、輸送コストの低減に繋がった

•輸送コスト低減率:60％

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_花き部会

１．海外市場を獲得するためのプロモーション活動を強化
〇 (切り花）プロモーションについてニューヨークでの成功モデルの横展開
〇（植木･盆栽）イヌマキに代わる新商材としてイヌマキ以外の新商品のプロモーション強化

•よりコンパクトな状態（つぼみ）で輸出を行い、
輸出先で開花させる方法の実証を検討（開花
時期調整の実証による輸送コストの低減）

• ﾄﾙｺｷﾞｷｮｳ等の切り花のつぼみ輸出による切り花１本当たりの輸
送コストの削減効果を検証し、輸送コストが17~50％低減でき
ることを確認

•つぼみは開花調節技術を活用して輸出先で開花させ、観賞期
間の評価を実施し、十分な日持ちが確保できることを確認

•輸送コスト低減率
オランダ向け:ﾄﾙｺｷﾞｷｮｳ33％減、
グロリオサ17％減、ダリア50%減
豪州向け:ﾄﾙｺｷﾞｷｮｳ25％減、
グロリオサ20％減 等

•輸出先国の様々な気象条件に対応した定温輸
送体系を構築、実証し、日本産花きの販売
強化を検討
（定温輸送体系の実証によるロス率の低減）

•スウエーデン・ラトビア2か国（亜寒帯地域）を対象に、日本側
からの現地での凍傷対策を検討し、梱包資材についての条件を
変えて実証を実施した

•品目ごとの凍傷耐性の掌握もあり、ロス率低減に繋がった

•ロス率:30％以上の削減見込み

• 埼玉県でのミスト灌水装置等を利用した育苗
期間短縮に向けた盆栽苗の安定生産方法の実
証結果を踏まえ、検討を行う

•埼玉県において、発根の部分に着目し、野菜や花きに効果があ
るとされる園芸資材を盆栽に用いて、育苗期間短縮に向けた盆
栽苗の安定生産方法を実証中

-

•マキ等の樹種を保有している造園業者と植木・
盆栽の輸出実績の事業者（全国花き輸出拡
大協議会会員）のマッチングを行い、輸出拡大
につなげる（輸出額の増加）

•富裕層に好まれるマキにおいて、単価の高い大型の植木類の賦
存量が減少傾向にあるものの、日本造園建設業協会会員の植
木類賦存量調査結果を全国花き輸出拡大協議会会員に情報
提供するとともに、うち植木類の輸出に取り組んでいる会員（1
社）に、個別データを提供

•植木等の輸出額
平成28年：80億円
平成29年：126億円
平成30年：120億円

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_花き部会

１．海外市場を獲得するためのプロモーション活動を強化
〇 (切り花）プロモーションについてニューヨークでの成功モデルの横展開
〇（植木･盆栽）イヌマキに代わる新商材としてイヌマキ以外の新商品のプロモーション強化

• EUについては、引き続き、オランダのIFTFやドイツ
のIPMエッセンで日本産花きの総合的な出展・
ＰＲ活動を行うとともに、ドイツやイギリス等の主
要都市で開催される展示会等で販売促進活動
を展開
（取扱事業者の拡大）

•オランダのIFTFでの花卉の総合的展示・PR(前述の通り）
•ドイツのニュルンベルクで2年に1度開催されるGalabau2018に
て植木の販売促進を実施

•イギリスのマックスフィールズで開催されるROUR OAKS TRADE
SHOW2018にて植木の販売促進を実施

•新規商談件数(オランダ)：80件

•中東地域については、トルコのユーラシアプラント
フェアやアラブ首長国連邦のIPMドバイで植木・
盆栽を主体に展示・ＰＲ活動を展開
（取扱事業者の拡大）

•トルコで開催される展示会「EURASIA PLANTS FAIR」で特に
マキ・イヌマキ等の植木の需要が高く、商談を継続中
※2018年8月のトルコリラ暴落による経済の不安定化が商談に
影響

•新規商談件数：50件
•成約見込み件数：2件

•シンガポール、マレーシア、インドネシア、ベトナム、
タイ等の現地バイヤーを日本に招聘し、多様な樹
種及び品質の高さを訴求し、取扱拡大につなげ
る。また、シンガポールやベトナム等の植木・盆栽
を主体としたPR活動も検討
（取扱事業者の拡大）

•東南アジア・中東の新規バイヤーを、香川や埼玉等の植木・盆栽
の産地に招へいし、継続商談中

-

•花き輸出の潜在性が見込めるインドの大都市等
で開催される花き園芸イベントへの出展を検討
（取扱事業者の拡大）

•今年度取り組みなし -

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_花き部会

２．相手国・地域の植物検疫をスムーズに通過するための体制の強化
〇（切り花）出荷段階における病気対策、害虫対策を講じ、輸出向け生産体制を強化
〇（植木･盆栽）植物検疫協議の実施、植物検疫条件に対応した効率的な消毒方法等を実証

•訪日観光客向けの盆栽ワークショップと連動した
手土産盆栽の販売促進等の取組みについて、
盆栽産地や旅行会社等に情報を提供し、推進
（取組数の拡大）

•旅行会社からの問合せに対し、輸出業者と千葉県盆栽関係者
の取組事例等の情報を提供

•人気品目（ゴヨウマツ、ヒノキ、シンパク）のEU向けは検疫上困
難であることから、台湾、タイ、シンガポール、ロシア等他の有望視
される地域への対応も視野に今後の方針を検討中

•情報提供数：旅行会社２社

• EU向けのクロマツ盆栽、ニシキマツ盆栽について、
EUからの回答に応じてＥＵ側と植物検疫協議
を実施。その際には現地企業・業界にも働きかけ
を依頼

• EU側が求める追加情報を提出するとともに、EU当局との間で植
物検疫専門家会合を開催。現在、EU側でリスク評価を実施中

•イタリアの盆栽業者と意見交換し、クロマツの輸出解禁に向けた
協力を依頼

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_花き部会

３．日本産ならではの切り花の良さを維持するためのコールドチェーンの確立
〇 長時間輸送に適した鮮度保持技術の実証を推進

•施設が稼働することにより、日本産花きの日持ち
増加・検疫が厳しいアメリカ西海岸などへの出荷
拡大を図る（輸出額の増加）

•平成30年1月の輸出対応型施設の稼働により、より効率的なオ
ペレーションが可能となり、新規販路の開拓や、クレーム率の低減
等に効果が見られた

•アメリカ向けの切り花輸出額
平成28年：1.91億円
平成29年：2.51億円
平成30年：2.55億円

•東京都及び秋田県の仲卸売業者等が輸出向
けのリパックを含む保冷輸送体制の整備を行い、
実証の結果を踏まえて検討

東京都の仲卸業者等が、実証成果である鮮度保持技術を用い
てシンガポール等に輸出を実施

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

4．その他

•産地レベルでも輸出先国が求める品種、品質水
準に応じた生産、出荷方法の実証を行う
（輸出額の増加）

•オーストラリアの植物検疫基準の強化に対応した
臭化メチルによるくん蒸試験のテスト

•オーストラリアでは平成30年３月から植物検疫基準が強化され、
切花輸出に臭化メチルによるくん蒸が必要になったことから、平成
30年３月のメルボルン国際フラワー＆ガーデンショーでの日本産
切り花の展示・ＰＲ活動の一環として、臭化メチルによるくん蒸テ
ストを実施

•更に、輸出先国の規制に対応するためのサポート体制整備事業
を活用し、平成31年１月から、日本くん蒸技術協会と連携して
切花のくん蒸の試験を実施中

•今後、国際植物条約（IPPC）の切り花の国際移動(ISPM)の
検討等、国際的に切花の検疫基準が強化される方向にあるので、
引き続き、臭化メチル以外の農薬のによるくん蒸の可能性を含め
て検討

•オーストラリア向け切り花輸出額
平成28年：544万円
平成29年：585万円
平成30年：383万円

（3月8日時点） 



取組方針を踏まえた今年度実績_茶部会

１．海外市場を獲得するためプロモーション活動を強化
〇 米国向けは健康志向を背景とした需要が強く、健康を訴求した商品を打ち込み
〇 EUはオーガニックへの関心が高く、安全・健康イメージをPR
〇 抹茶の人気の高まりに併せ、現地の好みに合わせた抹茶加工品も含めPR、販路拡大

•大手カフェチェーンを始めとする飲料や食品(アイ
ス・菓子・ケーキ等)としての抹茶利用に加え、更
には煎茶なども含め「日本産」の普及拡大も目指
し、「安全・安心」も含めた日本産の品質の高さ
についてプロモーションを実施する
（海外バイヤーの飲用抹茶・食品取扱意向の
向上）

• 「Winter Fancy Show(サンフランシスコ)」において、抹茶セミ
ナー及びワークショップを実施。商品サンプル16点を展示、試飲
提供し、仕入れ担当者を対象に日本茶理解促進と新規需要
層の開拓を図った

•ワシントンD.C.の高級レストランのシェフに対し、高級茶(3～4万
円/kg)の試飲等により日本茶認知度向上のためのセミナーを実
施。本玉露、品評会入賞茶、山のお茶(香駿)、抹茶を提供

•商品展示、試飲見本:16点
•ブース来場者数:600名
(内アンケート回答者:334名)

•取引希望バイヤー:64名
•参加者:地区トップシェフ20名

•日本茶の販路拡大に向けた茶業関係者の国内
招へいを実施し、日本茶に関する知識を深める
（招へい者の日本茶取扱量増加を目指す）

•静岡県及び鹿児島県にて、欧米やチリ、南アフリカ等17か国29
名の海外茶業者を招へいし、座学講座及び製茶や手作り紅茶
等体験実習を実施。合わせて来年以降の取り組み向けた茶業
者同士のネットワーク構築実施

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月11日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_茶部会

１．海外市場を獲得するためプロモーション活動を強化
〇 米国向けは健康志向を背景とした需要が強く、健康を訴求した商品を打ち込み
〇 EUはオーガニックへの関心が高く、安全・健康イメージをPR
〇 抹茶の人気の高まりに併せ、現地の好みに合わせた抹茶加工品も含めPR、販路拡大

• ミレニアル世代をターゲットとしたJFOODOがブラン
ディング戦略等を実施

•北米市場のミレニアル世代をターゲットとして、「日本茶＝マイン ド
フルネスビバレッジ」のコンセプトの下、2017年度から運用を開始
した特設サイト*及びAmazon.com特集ページ**をリニューアル
するとともに、デジタル広告を実施した
*https://www.greenteasfromjapan.com/
**https://www.amazon.com/japanesegreentea
デジタル広告のインプレッション数：1億1,300万インプレッション
デジタル広告のクリック数:117万クリック(2019年3月6日現在)
•米国のみならず世界のミレニアル世代が注目するイベント「ワン
ダーラスト・ウェルスプリング」に出展し、茶道体験イベントや展示
ブースにて参加事業者のサンプル配布等を実施した。米国の健
康に感度の高い消費者に対しJFOODOコンセプト仮説が認知・
理解される場となり、来場者からの購入場所の質問に対し特設
サイトから購入できることを紹介した

•日本茶の購入意向 96.8%（ブース内消費者調査）

-

• EUの安全基準に沿った日本茶の安全・健康イ
メージをPRするため、フランスにおける日仏交流
年でのイベント等での普及活動を実施
（日本茶の安全・健康イメージの理解度向上
（アンケート等調査））

• 「ジャポニズム2018(パリ)」において、シェフ・ソムリエを対象に「これ
が日本茶」をテーマに上級煎茶、抹茶のセミナー、及びワークショッ
プを実施(フランス）（2月19日開催・17名セミナー参加）

• フランスの料理学校コルドンブルーにて、抹茶等の日本茶に関す
るセミナーを開催（受講者:(料理人)32名）

•イタリアのフィレンツェにある曹洞宗の寺院において、茶業者を対象
に抹茶等の日本茶に関するセミナーを開催し輸出チャネルを構築
（受講者:23名）

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月11日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_茶部会

１．海外市場を獲得するためプロモーション活動を強化
〇 米国向けは健康志向を背景とした需要が強く、健康を訴求した商品を打ち込み
〇 EUはオーガニックへの関心が高く、安全・健康イメージをPR
〇 抹茶の人気の高まりに併せ、現地の好みに合わせた抹茶加工品も含めPR、販路拡大

•香港Tea Fair、シンガポールFood Japan、台
湾茶業博覧会等において、高品質な「日本産」
という観点からPRし、他国産との違いを明確にす
るプロモーションを実施
（成約を目指し、まずは各国の茶に関する嗜好
性を把握）

•香港Tea Fair、シンガポールFood Japan、台湾茶業博覧会へ
の出展及び会場におけるプロモーションを実施。香港等の日本茶
が浸透している地域においては、玉露等の高付加価値品の需要
が高いことを確認。また、これらの国が周辺国への日本茶の販売
拠点となる可能性が示された

•香港・台湾などにおいて玉露など
の高付加価値品に関する需要を
確認

•茶に関する国際会議に出席し、茶の海外市場の
動向を把握
（H31方針に反映し、輸出額目標を後押し）

• FAOの会議出席
•北米での茶業者大会における農薬サミットに専門家が参加し、イ
ンポートトレランスの取得に向けた各国の農薬使用に関する動向
を確認

－

•日本国内で多くの海外バイヤーとの商談が可能と
なる「日本の食品輸出EXPO」への出展
（具体的な成約を目指す）

• 「日本茶ブース」に茶室を設置し抹茶によるおもてなしを実施。セ
ミナー、ワークショップを開催し、茶業者の商談成約をサポートした。
アジアを中心としたバイヤーが多数参加し、茶そば等の茶加工食
品や茶器等の周辺需要を確認

• 「日本の食品輸出EXPO」において、15～20コマを設置し、中小
茶業者を含め、成約に繋がった。ブースが密集し、各社の特徴が、
目立ちづらかったことから、次年度以降はブースの分散も含め、効
果的な出展形態を検討する

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月11日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_茶部会

２．海外で茶文化を紹介し、日本茶をPRする人材を配置
〇 日本茶インストラクターを今後10年で8,000名以上に増員し、そのうち海外で活動できる人材を500名以上育成
〇 日本茶大使を今後10年で30以上の国・地域に設置、在外公館等でのイベント開催などの活動を支援

•日本茶の普及人材育成プログラムを展開するとと
もに、「日本茶大使」向け優良事例集を作成
（年間活動回数の増加を目指す）

•日本茶大使により、大使館や領事館のレセプションでの日本茶デ
モンストレーションや現地駐在関係者への日本茶の淹れ方を講
義。また、日本茶取扱小売に茶の歴史や茶種毎の淹れ方等講
義し、地元茶業者とのチャネル構築を図る取組等を支援

•日本茶大使27名が在住地(17カ国)の日本茶プロモーションやイ
ベントに参加することで日本茶の普及・消費拡大を支援

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月11日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_茶部会

３．海外ニーズの高い抹茶の生産を拡大
〇 世界各地で今後増加する日本茶カフェ等の抹茶需要に応えるため、新型てん茶炉の導入支援等を通じて供給の倍増を目標

•本年度実施予定の抹茶の流通実態調査結果
に基づき、生産者へ必要な情報を提供することで、
てん茶栽培への新たな取組を促しつつ、抹茶生
産拡大に向け被覆栽培の拡大やてん茶炉の導
入を促進

• 13地区で被覆栽培への転換に対する支援を実施
•１地区でてん茶炉を導入

•直近３年間でてん茶生産量
697t増加
平成26年：1,969t
平成29年：2,666t

(全国茶生産団体連合会調べ)

•有機栽培に取り組む産地の育成のため、転換に
必要な技術導入を促進

• 22地区で有機栽培転換に必要な技術導入に対する支援を
実施 －

•新たに効率的な粉末化技術を実証
（抹茶生産の効率化を図り、抹茶の生産量拡
大を目指す）

•２地区で粉末加工機械の実証導入を実施
－

• ISOの場を活用して、日本品質の抹茶の規格化
を目指すための検討を継続

•平成30年６月、日本茶業中央会が業界基準として「緑茶の表
示基準」の見直しを行い、国内における抹茶の定義を確立

• ISO「抹茶の定義」について、国内の意見を集約し原案を作成し、
議長国（英国）と共有

－

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月11日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_茶部会

４．インバウンド需要を獲得
〇 旅行会社、ホテル・旅館等の関係事業者と協力して訪日外国人への売り込みを強化

•多くの地域が茶を含めたインバウンド需要に向け
て取り組めるように、日本茶インバウンド対応推
進パンフレットを作成する
（輸出に取り組む産地において、インバウンド需
要に向けて取り組む地域が増加）

•英語版のお茶の淹れ方マニュアルや、３カ国語（英語、フランス
語、中国語）分の日本茶パンフレットを関係団体や事業者に配
布し、インバウンド需要への対応を実施 －

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月11日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_茶部会

５．輸出相手国・地域の残留農薬基準をクリアするための環境を整備
〇 米国等には残留農薬基準の設定申請を進め、産地から設定要望が強い薬剤のうち、半数の申請を目標
〇 （EU向け）有機栽培を推奨するとともに、残留農薬基準をクリアする防除体系を新たに確立し、平成32年度までに普及面積を倍増

•対象農薬リストを精査するとともに、事業運用を
見直し

•複数年度で計画的にインポートトレランス申請を行えるよう、事
業運用の見直しを実施 －

• インポートトレランスに必要なデータ収集及び
設定申請
（目標取組剤数：米国３剤、EU２剤）

•米国２剤、EU５剤について、インポートトレランスに必要なデータ
収集や申請等を実施

• 【米国向け】平成3１年２月時
点で（民間による申請も含め
て）15剤申請済

• 【EU向け】平成３１年２月時
点で１剤申請済。
※平成30年度から事業運用の
見直しにより複数年度で計画
的に申請を行うことが可能に
なったことから、今後は申請剤
数増加が見込まれる

•実証成果をとりまとめ、これらを産地に情報提供
することで、輸出相手国の残留農薬基準に適し
た栽培体系の導入促進

•主要な茶産地である３府県において実証した成果をとりまとめ、
全国に周知を行い、輸出相手国の残留農薬基準に適した栽培
体系の導入促進を実施

－

•有機栽培等輸出向け茶生産を開始する産地の
情報共有・事業者マッチング

•全国の茶産地が集まる会議や品目団体を通じて、マッチングの場
となるGFP（農林水産物・食品輸出プロジェクト）の周知を行い、
マッチングの推進を実施

－

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月11日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_茶部会

５．輸出相手国・地域の残留農薬基準をクリアするための環境を整備
〇 米国等には残留農薬基準の設定申請を進め、産地から設定要望が強い薬剤のうち、半数の申請を目標
〇 （EU向け）有機栽培を推奨するとともに、残留農薬基準をクリアする防除体系を新たに確立し、平成32年度までに普及面積を倍増

•有機栽培への転換に必要な技術導入 • 22地区で有機栽培転換に必要な技術導入に対する支援を
実施 －

•台湾に関しては、基準値未設定の19件の早期
設定への働きかけ

•基準値未設定の薬剤について、様々な機会を捉えて台湾へ早
期設定の働きかけを実施

•平成30年度、基準値未設定の
薬剤のうち３剤について新たに基
準値が設定

•普及指導員等が生産現場の輸出ニーズを拾い
上げ、輸出の実現までサポートできるよう人材
育成研修を実施

•平成30年12月、普及指導員等に対して海外マーケットの分析・
輸出戦略の構築と輸出プロセスに関する基礎知識の習得等を
目的とした研修を実施

－

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月11日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_畜産物部会

１．海外市場を獲得するためプロモーション活動を強化
〇 輸出戦略上全ての重点国・地域で各畜産物の統一マークの商標の登録を目指す

•統一マーク(牛肉については「JAPAN」を強調した
新マーク)の新規商標登録申請・維持管理を実
施し、オールジャパン体制を図るため、日本から輸
出される畜産物でのマーク使用率を高め統一
マークの普及を行う
（マーク発行枚数の増加）

•昨年度より引き続き、統一マークのシールを貼付したパンフレットの
作成・配布を実施

•パンフレットは一般向けの「魅力編」とディストリビューター・シェフを
含む「カット編」の2種を配布。カット編に関しては、日本産牛肉の
柔らかさを引き出す技術として、事業者からの評判が良く、中国
語含む多言語化や写真の刷新等に取組み中

•豚肉のロゴマークに関して、タイでの商標登録を新たに申請する
等、ロゴマークの使用が可能な対象品目及び国・地域の拡大を
継続的に実施

•統一マークの発行枚数：
268,265枚(2019年1月時点)

•ロゴマーク商標申請・登録状況
(平成30年11月現在)
牛肉(45カ国・地域)
豚肉(36カ国・地域)
鶏肉(4カ国・地域)
鶏卵(6カ国・地域)
新規申請:豚肉・タイ
(2018.8.13)

•牛乳乳製品マークの商標登録申請 •昨年度に完成させた牛乳乳製品の統一マークの商標を2018年
7月に主要輸出先である①日本(2018.7.31)、②香港
(2018.8.3)、③台湾(2018.8.10)、④シンガポール
(2018.9.26) において申請済

•商標登録申請済
①日本(2018.7.31)
②香港(2018.8.3)
③台湾(2018.8.10)
④シンガポール(2018.9.26)

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_畜産物部会

２．日本産畜産物の認知度向上及び強みを活かす調理技術等の普及
〇 海外のシェフ、流通・小売業者を日本に招へいし、和牛の良さを引き出す食べ方やカット技術を伝えることで需要を創出。

【畜産物共通】
•海外シェフ等の招へいや日本から専門家を派遣
することでカット技術や販売ノウハウの普及に繋げ
ると共に具体的な商談を行う。（受講者数の拡
大・習熟度の確認・商談件数）

•食肉学校での講習を台湾・米国・オランダ等の12カ国71名に対
して実施。特に和牛の無駄の無いカット技術を使用した料理メ
ニューに対する評価・満足度が高く、日本産畜産物の取扱い意
向が高まった

•受講者数(見込)：約120名

•輸出増が期待される新興市場を中心に、食肉・
鶏卵事業者、レストラン、ホテル等を対象とした
見本市に出展し、海外のシェフや卸売業者との
人脈・ビジネスチャネルを構築する
（商談件数の拡大）

•アルゼンチン・豪州でのプロモーションイベントに講師を派遣し、日
本産和牛のPRを実施し、ディストリビューターとの人脈構築や商
談に繋がった

•香港のFOOD EXPO2018、台湾のFOOD TAIPEI等の展示
会へ出展し、食肉・鶏卵等のPRを行った。特に日本産和牛の
カット技術等の紹介に関する評価が高く、ディストリビューターとの
人脈構築や商談に繋がった

-

•小売にも販路を拡大するため、SNS、店頭プロ
モーション等を活用し、消費者への直接の働きか
けを実施
（認知度調査等に基づく認知度向上）

• Touch the Japan(観光関連の展示会：台湾)において、消
費者に対して、クイズ形式で、牛丼等の試食を実施。SNSへの
投稿を促し、連日全国ネットでのTV放映がされるなど、消費者
向けのPRに繋げた

•台湾のレストランを調査し、日本産和牛の取扱いを行っている飲
食店159店舗を特定。そのうち、109店に関して、承諾を受けた
上で、日本産和牛の取扱店としてHPを作成・PRし、消費者の
需要拡大に繋げた

•台湾内の日本産和牛取り扱い
店舗のHP掲載店数：109店

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_畜産物部会

２．日本産畜産物の認知度向上及び強みを活かす調理技術等の普及
〇 海外のシェフ、流通・小売業者を日本に招へいし、和牛の良さを引き出す食べ方やカット技術を伝えることで需要を創出。

【牛肉】
•成熟国において現地ディストリビューター等を主体
とした取り組みを実施し、販路の拡大を図る
（取扱事業者数の拡大）

• フランスのSIAL-Parisに出展し、日本産和牛のPRを実施。主に
ミートパビリオンにおける出展のため、各国のディストリビュータが多
く来場し、商談成約に繋がった -

•日本産牛肉の良さを活かす食べ方として、日本
食だけでなく、海外のシェフとタイアップするなどして、
現地での好みを踏まえたメニューを開発
(新メニューを採用した店舗数)

• フランスの現地系レストラン20店を対象に、1月のセミナーで日本
での和牛の食べ方(ステーキ、焼き肉、炙り等)を紹介した上で、
新メニューの開発を依頼。2月には記者発表し、下旬から1週間
程度にわたり、日本産和牛を使用したメニューを販売し、日本産
和牛のPRに繋げた

• メニュー採用店舗数：20店舗

３．生産履歴情報等の提供による和牛の高付加価値化の後押し
〇 生産履歴情報と格付情報を7カ国語(日、英、仏、中、露、独、西)で一体的に提供することにより、高付加価値化を後押
し

•生産履歴証明書の普及、和牛の品質情報提
供システムの運用を通じ、日本産の高品質の和
牛であること（生産履歴情報、品種情報、格付
け情報）がトレースできることをＰＲし、外国産
WAGYUとの差別化を推進
（証明書発行枚数の増加）

•生産履歴証明書の発行・普及を通じて、日本産和牛の差別化
を推進。昨年度以上の発行枚数を達成

•発行枚数：1104枚(4-12月)
《参考》 昨年度発行枚数：
445枚(4-12月)

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_畜産物部会

４．効率的な流通体制の確立
〇 食肉加工処理施設の整備・輸出施設認定の取得を支援

•施設稼働に向け、整備を継続
（輸出認定施設数※以下同様）
【H31年稼働予定】
• (株)ミヤチク都農工場
•宮崎くみあいチキンフーズ（株）
【H32年稼働予定】
• (株)岩手畜産流通センター
• (株)栃木県畜産公社

•施設の輸出認定の取得支援
 HACCP講習会の実施(保留)
 申請書類の翻訳経費やコンサルタント
経費等の助成

 現地調査に必要な経費を支援
 残留物質のモニタリング経費（EU、米
国等）等の支援 等

•施設稼動に向け、引き続き整備を実施中
【H30年度末竣工し、H31年稼働予定】
• (株)ミヤチク都農工場
【H31年度も引き続き整備し、H31年中に稼働予定】
•宮崎くみあいチキンフーズ（株）
【H31年度も引き続き整備し、H32年中に稼働予定】
• (株)岩手畜産流通センター
• (株)栃木県畜産公社

•平成30年度輸出環境整備推進事業のうち国際的認証資格
取得等支援事業により、食肉施設の４事業者に対し、
ISO22000の取得等にかかる事業費の1/2を助成

•平成30年度輸出環境整備推進委託事業（規制担当官招へ
い事業）により、動物検疫等にかかる海外・地域からの規制担
当官等の査察にかかる経費を支援

•平成30年度輸出環境整備推進事業のうち畜産物の残留物質
等モニタリング検査支援事業費により、EU・米国等向けの牛肉
施設に対し、残留物質等のモニタリングにかかる経費を支援

‐

•欧米等への冷凍輸出の品質評価や経済性等に
ついて、調査分析を行い、冷蔵から冷凍へ輸送
方法を変更し、物流コストを低減するための実践
的調査を実施（コストの低減率）

•豚肉に関して、賞味期限の延長や、物流コストの低減に向けた
検証を継続的に実施中

• コスト低減や賞味期限延長は長
期的な検証が必要なため、今年
度での提示は困難

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_畜産物部会

５．動物検疫協議等の戦略的展開
〇 平成32年までに輸出戦力上の全ての重点国・地域への輸出解禁を目指す

•輸出力強化戦略における国・地域別の輸出拡
大戦略を踏まえ、重点的に二国間協議を進めて
いく

•重点的に二国間協議を進め、重点品目である韓国向け鶏卵の
輸出を解禁（H30.11）

•それに加えて、以下の輸出解禁等を実現
 H30.5：オーストラリア向け牛肉
 H30.6：アルゼンチン向け牛肉
 H30.10：台湾向け鶏卵
 H30.10：米国向け鶏卵
 H30.11：ウルグアイ向け牛肉
 H31.1：ロシア向け牛肉（施設追加）
 H31.2：EU向け卵・卵製品第三国リスト掲載
 H31.3：EU向け乳・乳製品第三国リスト掲載

ｰ

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_畜産物部会

５．動物検疫協議等の戦略的展開
〇 平成32年までに輸出戦力上の全ての重点国・地域への輸出解禁を目指す

•現地調査についての結果報告書案で示される指
摘事項への対応（対EU輸出畜産物等を製造・
加工する施設等に係る衛生的な要件（要綱）
の策定、施設におけるHACCP等衛生管理のEU
規則に沿った改善等）

•現地調査指摘事項への日本の対応については、動物衛生につ
いては、EU側から受入可とされたところ

•公衆衛生部分については、現在ＥＵ側に日本の対応について
提出、評価を待っているところ

ｰ

• EU向け輸出に意欲のある食肉処理施設等を確
保した後、残留物質モニタリング計画に基づく検
査を試行的に実施

•豚肉・鶏肉・卵・乳について、30年度委託事業費（29年度補
正予算繰越分）を活用し、平成30年８月～10月の３ヵ月間、
残留物質モニタリング計画に基づく検査を試行的に実施。

ｰ

•残留物質モニタリング計画について、DGSANTE
との技術的協議により、追加された試験法を
開発

• 30年度委託事業費（29年度補正予算繰越分及び30年度
当初予算）を活用し、65の試験法を開発中

ｰ

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_畜産物部会

6．その他

•畜産クラスター事業等を通じて、そもそもの日本
国内の畜産物の生産基盤を強化する取組等に
必要な施設整備、機械導入等を支援
（生産頭数・量の増加）

•畜産クラスター事業を活用したキャトルステーションや哺育センター
の整備、乳用後継牛を効率的に生産するための性判別精液の
活用など、繁殖雌牛や乳用後継牛を増頭する取組を推進し、
国産畜産物の生産基盤を強化

•特に輸出量の多い牛肉・乳製品については、肉用牛の生産基盤
に直結する繁殖雌牛及び今後の乳用後継牛となる２歳未満の
未経産牛の飼養頭数は、前年に比べ増加傾向（平成30年２
月１日時点）

•繁殖雌牛：59万7000頭→61万400頭
•乳用後継牛：47万1,000頭→48万900頭

生産量は、各品目とも前年並み
あるいは増加傾向（平成30年4-
11月時点）
・牛肉：22.6万トン[1.9％]
・生乳：546万トン[0.0％]
・豚肉：59.2万トン[1.6％]
・鶏肉：145.2万トン[2.0％]
・鶏卵：30年度未公表
（29年度260.1万トン

[1.7％]）
※[]内は前年同期比増加率
※生乳は平成30年4-12月時点、
鶏肉は平成30年1-11月時点

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_菓子分科会

１．日本らしさを徹底利用した需要の深掘り及び販路拡大の取組
〇 抹茶味等の日本独自のフレーバーや高度な加工･冷凍技術等を活用した需要拡大に加え、人気キャラクターとのコラボなど日本文化を活か
した魅力向上の取組を促進

〇 現地食に対応したレシピ等による新たな用途の提案を支援。
〇 ニーズに併せた商品開発や売り場作りの提案のため、ｲﾝｽﾄｱｼｮｯﾌﾟ等でのﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの実施、商談会･見本市等の機会を捉えたテーマ性の
あるﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ等を支援。

• カンボジアの消費者・バイヤーを主な対象として日
本製菓子のPRを実施し、認知度/購買意欲の
向上を図りつつ、展示会等に来場するバイヤーと
の商談を図る
（商談件数・成約額の増加）

•カンボジアの「一州一品展示会」において、現地で増加傾向にあ
る中国人市場をターゲットとしたPRを実施。甘み・香料のバランス
の評価の高いキャンディを中心に現地小売バイヤーとの商談成約
に繋がった

•商談件数：37件
•成約額：8件470万円増

• EU・豪州等の未開拓市場において、展示会等
を活用した日本製菓子のPRを実施し、認知度/
購買意欲の向上を図りつつ、展示会等に来場す
るバイヤーとの商談を図る
（商談件数・成約額の増加）

• フランスの「SIAL2018 PARIS」において、大手グローバル卸売
会社の幹部と個別商談を実施。日本独自の技術で製造された
キャンディー・米菓を中心に高評価を獲得し、継続的な商談に繋
がった

•豪州の「Fine Food Australia and Commercial Drinks
in2018」にて、大手グローバル卸売会社の幹部との個別商談を
実施。同社の日本拠点の担当者との持続的な関係構築に繋
がった

•商談件数：45件
•成約額：5件200万円増

•商談件数：58件
•成約額：7件380万円増

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_菓子分科会

１．日本らしさを徹底利用した需要の深掘り及び販路拡大の取組
〇 抹茶味等の日本独自のフレーバーや高度な加工･冷凍技術等を活用した需要拡大に加え、人気キャラクターとのコラボなど日本文化を活か
した魅力向上の取組を促進

〇 現地食に対応したレシピ等による新たな用途の提案を支援。
〇 ニーズに併せた商品開発や売り場作りの提案のため、ｲﾝｽﾄｱｼｮｯﾌﾟ等でのﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの実施、商談会･見本市等の機会を捉えたテーマ性の
あるﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ等を支援。

•海外コンビニ(ベトナム)におけるテスト販売事業
(JETRO)への参加

ベトナムのファミリーマート、ミニストップ、イオンと連携して、計176店
舗で82商品のテスト販売（期間：2019年1月31日までの3ヵ
月間）を実施
【実施概要】
主催：ジェトロ、ファミリーマート、ミニストップ、イオン
期間：2018年11月1日～2019年1月31日（3ヵ月間）
地域：ホーチミン市を中心としたベトナム国内全域
店舗：176店舗（ファミリーマート158店舗、ミニストップ24店舗、

イオン4店舗）
商品：合計82点 [73点+福島県産梨（4品種）+青森県産

りんご（5品種）]
（内訳）ファミリーマート12社・21点ミニストップ13社・

16点、イオン22社・57点（梨、りんご含まず）

• ファミリーマート、ミニストップ、イオ
ンの3社と交渉を行い完全買い
取りを実現

•農水省の協力も得て、100社・
301品目の応募。昨年好評で
あったアイス、駄菓子、抹茶関連
菓子等を含む、35社・82品目の
販売

•並行輸出品に関して、協議会から海外バイヤー
等へ取扱注意の働きかけ、また、会員内で輸出
用パッケージ等の検討・普及を図る
(働きかけ(周知)件数・対応事業者数の増加）

•引き続き、香港の「Food Expo」等の展示会において、協議会
よりバイヤーに、並行輸出品の取扱注意の働きかけを実施

•並行輸出の対策（法的対策含む）を取り纏めた上で、菓子協
議会のセミナーにて事業者への周知を実施

•周知件数：4件(セミナー含む)
•対応事業者数：1件

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

取組方針を踏まえた今年度実績_菓子分科会

２．重点品目に関する戦略的な取組の支援
〇 海外で評価されている「美味しさ」「高品質」「安全・安心」というポイントを、「日本のお菓子」としての訴求推進
〇 高級イメージのパッケージや季節・行事などを絡めたテーマ性のある売り場作りの提案などを支援

•成熟市場を中心に見本市・商談会への出展、
現地ディストリビューター等との交流等を実施し、
関係強化・取扱拡大に努める
(商談件数・成約額の増加)

•米国の「Sweets & Snacks Expo」・「Summer Fancy
Food Show」・「Winter Fancy Food Show」に出展。ソフ
トな食感の米菓等の評価が高く、商談が成約した他、継続的な
PRにより、現地系の小売等からの需要拡大に繋がった

• 3展示会合計
•商談件数：235件
•成約額：19件3400万円

• 「THAIFEX-World of Food Asia2018」に出展し、大手グ
ローバル卸売会社との商談を実施し、日本の食品輸出EXPOで
共同セミナーの開催を取り付ける等、卸売会社との関係強化に
成功した

•商談件数：235件
•成約額：21件1680万円

• 「FOOD TAIPEI 2018」に出展し、大手日系百貨店や大手小
売りのバイヤー等と新商品について昨年に比べて多くの商談を実
施するとともに、現地情報を収集した

•商談件数137件
•成約15件3660万円

•香港の「FOOD EXPO2018」に出展し、スナック菓子の調理デ
モ及び試食を通じた嗜好性調査を実施。これまで甘味を好むと
思われていた香港市場において、チーズフレーバーの強い需要を
確認し、今後の商談時の商品選定への示唆を得た

•商談件数：247件
•成約額：11件2280万円
•即売成果：1800万円

•シンガポールの「Oishii Japan」に出展。日本独自の甘じょっぱい
フレーバーやチーズフレーバーの米菓・ビスケットの評価が高く、商
談成約に繋がった

•商談件数：25件
•成約額：5件500万円

（3月8日時点）



平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

取組方針を踏まえた今年度実績_菓子分科会

２．重点品目に関する戦略的な取組の支援
〇 海外で評価されている「美味しさ」「高品質」「安全・安心」というポイントを、「日本のお菓子」としての訴求推進
〇 高級イメージのパッケージや季節・行事などを絡めたテーマ性のある売り場作りの提案などを支援

•現地ニーズや成約した商談の傾向等を把握・分
析・共有を踏まえ、参加する展示会等での
効果的な参加手法の検討
(商談件数・成約額の増加)

•昨年度の展示会出展時で収集したカンボジアの嗜好性調査を
基に、トロピカルフレーバーの新商品開発・展示を実施。一定の
評価を得たが、商品製造等に課題が生じたため、甘味をベースと
した新フレーバーを提案し、商談を継続中

-

•消費者ニーズの把握を活かした(前年のニーズを
踏まえた)今後の輸出商品の提案、商品構成、
売場作りの提案
(取組事業者、商品アイテム数の増加or集中)

•取組事業者数：3社
•商品アイテム増加数：3製品

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_菓子分科会

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

３．輸出先国・地域の食品安全規制や表示規制等に関する情報提供、事業者による対応の推進
〇 食品安全規制や表示規制の内容や商習慣等について、一元的情報集約体制のもとでデータベース化するとともに、
セミナー等の機会を捉えて事業者に周知

〇 既存添加物を含む加工食品の輸出拡大のため、米国/EU当局が要請する安全性を証明するための試験に対して支援。

•中国、台湾、韓国等における、放射性物質規制
の撤廃・緩和に向けた働きかけ
(働きかけの継続)

•あらゆる機会を捉えた働きかけを継続的に実施中 •働きかけの状況：継続中

•米国、EU等における、既存添加物に係る規制に
関する情報収集・提供及び相手国への申請に
必要な安全性試験等の推進
(申請準備推進)

• クチナシ青色素及びクチナシ黄色素については、それぞれの色素
に係る懇話会に対し米国、EU向け添加物申請のための安全性
試験や当局との調整等に要する経費を支援

•申請準備の進捗状況：
（クチナシ青色素）2019年度
申請に向け調整中

•各国の異なるアレルゲン・GMOの表示規制や輸
出入許可登録をはじめとする様々な規制に関す
る情報収集・提供 (提供される情報量の増加)

•ジェトロにおいて各国の規制情報の収集・ポータルにおける一元
的な提供を実施。（新規コンテンツとしては、品目レポートとプラ
イベートスタンダード調査を作成）

•品目レポートとプライベート
スタンダード調査の作成

•食品関連事業者のFSMA対応推進に資するガ
イダンスや相談窓口等の提供
(ガイダンス文献数、相談件数)

• メールマガジンにてアンケートを実施し、現在日本でのFSMA取組
状況を明らかにするとともに、結果等に基づき、「外国供給業者
検証プログラムのガイドブック」や「追加の査察事例」等を作成する
とともに、米国FDAが公表しているガイダンス類を翻訳を行った

•ガイドブック作成・追加：2
•ガイダンス文献数：3

• ハラル認証に関する情報の一元的集約・手引き
書の更新、周知及びインドネシア、UAE等ハラル
制度の移行期にある国の情報収集・提供
(逐次の手引き書の更新)

•ジェトロが「イスラーム食品市場輸出ガイドブック」を作成しているほ
か、ハラールに関する輸出の相談対応も実施 -

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_林産物部会

１．日本産木材の認知度向上
〇 住宅や建材関係等のBtoBに重点化して日本産木材のPRを強化
〇 ヒノキの健康効果を活かしたPRを韓国以外でも開始

•内外装業者等をターゲットとした日本産木材利
用技術研修会及び一般向けセミナーの開催
（アンケート調査による認知度把握、セミナー等
参加事業者数のうち日本産木材製品の取扱者
の拡大）

•中国、米国、ベトナム等にて、設計事務所、施工事業者、ディベ
ロッパー、木材関連事業者を主な対象とした木造建築等に関す
るセミナーを開催し、日本産木材の利用を訴求

•企業連携型輸出促進モデル事業を活用し、台湾にて、一般向
けの内装材・建具等の普及を狙ったセミナー・ワークショップを開催

•延706人が受講
•アンケート調査で評価の高い
割合：98%

• モデルルーム(中国・韓国)を拠点とした付加価値
の高い製品のPR。広報媒体へのカラー広告と企
画記事の掲載を通じた普及活動を実施
（訪問者数増加・建築案件へのスペックイン数・
成約額の増加）

•中国・韓国の業界専門誌「広東木材」・「中国木材」・「韓国木
材新聞」等に、ひのきの木材、家具、内装等の広告・企画記事
を継続出稿。日本産木材の安全性・健康効果を建築関係業
者等に訴求し、需要の拡大に繋がった

•中国語で日本産木材製品のPR動画を作成、動画サイトに公開
•中国各地にて、モデルハウスを活用し、設計事務所、施工事業
者、ディベロッパー、木材関連事業者に対し見学会実施

•家具や建具を主体とした木製品のカタログ「Japan Brand II」を
日本語、英語、中国語、フランス語で作成し、展示会等で配布

-

•ジャパンウッドステーション(ベトナム・台湾)を拠点
とした付加価値の高い製品のプロモーション活動
（訪問者アンケート調査によるやニーズ・商機の
把握、現地企業訪問数、企業仲介数・成約額
の増加）

•ベトナムの「VIFA WOODMAC VIETNAM 2018」にて、スギ、
ヒノキ等の製品の展示・販促を実施

•台湾にて現地企業と連携してジャパンウッドステーションを運営し、
日本産木材製品のPR実施

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（2月26日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_林産物部会

１．日本産木材の認知度向上
〇 住宅や建材関係等のBtoBに重点化して日本産木材のPRを強化
〇 ヒノキの健康効果を活かしたPRを韓国以外でも開始

•製材のみならず内外装材や日本の加工技術を
活かした木材製品の展示会(中国・韓国等)への
出展（成約額の増加）

• 「2018第13回広州設計週設計選材博覧会」や「2018第30
回台北国際建築建材及び産品店」のジャパンパビリオンに出展。
スギ、ヒノキ、カラマツ等の製材から和室・家具等まで幅広くPRを
行うとともに、会場内でアンケート等を実施し、成果を測定

•企業連携型輸出促進モデル事業を活用し、熊本県や奈良県の
連携グループが、中国やインドネシア等の展示会に出展

•来場者数：約48,700人
•商談件数：904件
•アンケート調査人数：690人

•ジャポニスム2018、ジャパン・ハウスなどを活用し
た木材製品の展示・PR（現地バイヤーの開拓
数、取扱者のマッチング数）

• フランスで開催されたサロン・レゾナンスにて、家具・建具・小物類
を主体としたPRを実施

•来場者数2万人
•商談件数53件
•来場者の98%が満足

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（2月26日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_林産物部会

２．日本産木材製品のブランド化の推進
〇 主要な輸出先における、相手国･地域の事業者と連携した木材製品や住宅部材に関するニーズの深掘り
〇 ニーズや中国木構造設計規範の改定等に対応した輸出向け製品仕様の作成、日本の加工技術を活かした製品開発等
による日本産木材製品のブランド化の推進

•中国木構造設計規範の運用指針である「木構
造設計手引」編集委員会との協議
（木構造設計手引の日本側原案作成）

•大連にて『中国「木構造設計手引」の改編における日本産木材
の利用等の検討に係る協力協議書』を締結。北京にて「木構造
設計規範」管理委員会委員と手引の運用指針について協議を
実施

原案作成済

•中国の木造関係建築士、設計士等を対象に
「日本木造技術利用手引」を配布、技術研修
会の開催（軸組構法利用事業者数の拡大）

•中国の技術研修会にて「木造軸組構造～設計と構造～」の仮
製本を木造関係建築士、設計士等に配布

-

•日本の加工技術を活かした輸出向け製品を示し
た販売促進ツール等を活用した販売促進活動の
実施
（成約額の増加）

•台湾、広州の展示会におけるパンフレットの配布実施
•中国にて企業連携型輸出促進モデル事業を活用し、埼玉県の
連携グループがモデルハウスを建築。ディベロッパー、不動産事業
者、設計事務所、施工事業者を対象にした技術説明会を開催

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（2月26日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_林産物部会

３．ターゲットを明確にした販売促進
〇 輸出先の建築･建材関係企業や住宅デベロッパー等、製品の販路拡大のためのパートナーの新規開拓
〇 モデル住宅の建築展示、軸組み工法やプレカットの施工技術指導等による、富裕層を対象とした戸建て住宅分野への進出
〇 マンション内装材や建具等、付加価値が高く需要が大きい新たな分野における販売促進

•輸出拡大に向けた国内メーカーへの働きかけ、商
談会等の取組の推進
（取組事業者の拡大・成約額の増加）

•東京にて国産材製品輸出促進セミナーを開催し、タイのポテン
シャル調査報告、及び中国の木構造設計規範の取組みを報告

•鹿児島・上海にて、中国人バイヤーを対象に商談会を実施
•大阪・ソウルにて、韓国人バイヤーを対象に商談会を実施
•東京にて、台湾人バイヤーを対象に商談会を実施
•大分にて、ベトナム向け日本産木材製品輸出促進セミナー実施
•名古屋にて、EU等向けのデザイン性の高い小物や日本製家具・
建具等の輸出促進セミナーの実施

• フランスでの「Salon Raisonance」にてEU向けのデザイン性の
高く「和」を表現した木製家具、建具等を展示、広報を実施

•セミナー来場者数：計251人
• アンケートで高評価の割合：
91%

•商談会参加企業数：計53社
•商談件数：127件
•成約（見込み）件数：38件
• アンケートで高評価の割合：
85%

•輸出先国における日本産木材に対するニーズが
高い業種（製材業者・輸入業者）の企業を招
へい（中国、韓国、台湾、ベトナム）
（取組事業者の拡大・成約額の増加）

•中国、韓国、台湾、ベトナム等に向けた日本木材製品輸出促
進セミナーの開催

•中国・韓国のバイヤーを招へいし、「アジア向け木製家具・建具等
輸出商談会」を実施

•企業連携型輸出促進モデル事業を活用し、愛媛県の連携グ
ループが韓国から住宅設計施工事業者、宅地開発事業者、不
動産事業者を招き、日本の木造軸組み住宅の輸出を検討

•企業連携型輸出促進モデル事業を活用し、連携グループが中
国からバイヤーを招へいし、商談会を開催

•招聘者数：22人

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（2月26日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_林産物部会

３．ターゲットを明確にした販売促進
〇 輸出先の建築･建材関係企業や住宅デベロッパー等、製品の販路拡大のためのパートナーの新規開拓
〇 モデル住宅の建築展示、軸組み工法やプレカットの施工技術指導等による、富裕層を対象とした戸建て住宅分野への進出
〇 マンション内装材や建具等、付加価値が高く需要が大きい新たな分野における販売促進

•米国に対し、小規模で展示会に出展、現地バイ
ヤーの開拓
（取組事業者の拡大、バイヤーの開拓数）

•米国の「Japan Wood Products Symposium」にて輸出促
進セミナーを実施

•企業連携型輸出促進モデル事業を活用し、神奈川県の連携グ
ループがシアトルのホームショーに出展。スギ表面圧密天板やスギ
赤身幅広デッキ材等のPRを実施

•参加者数：39名
•高評価の割合：100%

• インドにおいて、展示会への出展等による日本産
木材のPR、市場動向やニーズ等の情報収集
（日本産木材利用可能分野の確認、バイヤー
の開拓数）

• 「Delhi Wood2019」のジャパンパビリオンにて、スギ、ヒノキ、カラ
マツ等地域材の特徴と加工・利用技術を活かした木材製品の展
示・広報、及びセミナーの開催、アンケートの調査等を実施

-

•木材輸出のポテンシャル・規制に関する調査（シ
ンガポール・香港）（調査結果の普及成果報
告会の参加者数）

•シンガポールに調査員を派遣し、木材・木製品輸出の可能性を
調査

•イギリス・オランダ・フランスに調査員を派遣し、EUにおける家具・
建具類の輸出可能性を調査

•香港に調査員を派遣し、香港への木材・木製品の輸出の可能
性を調査

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（2月26日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_林産物部会

４．製品加工の低コスト化による国際競争力の強化
〇 大規模･高効率の木材加工施設の整備や原材料の安定供給体制の整備による製材、合板等の生産コストの低減

•引き続き、大規模・高効率の木材加工施設の
整備や原材料の安定供給体制の整備の支援を
推進（国産材の供給・利用量の拡大H30：
29百万m3）

•大規模・高効率の製材、合板工場等木材加工施設の整備や、
協定による原木直送等による原材料の安定供給体制の整備の
支援を実施

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

５．供給体制の強化
〇 地域の森林組合等の共同出荷による大ロットの供給体制への転換、港湾等における輸出環境の向上

•付加価値の高い製品の輸出拡大に向けた、異
業種・同業種の企業連携推進
（連携輸出事業者数の拡大・販売額）

•平成30年度予算の「企業連携型木材製品輸出促進モデル事
業」において、モデル的な取組を採択し、輸出促進に向けた取組
を支援（応募件数21件のうち7件を採択・支援）

・企業連携の取組：7件
※3月19日に成果報告会を開催

（2月26日時点）
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６．その他

•引き続き、各都道府県や企業における輸出取
組情報を収集・提供、木材に特化したイベント
カレンダーの提供（輸出事業者数の拡大）

•木材に特化したセミナー、展示会、商談会等のイベントカレンダー
について、林野庁HPにて提供

•都道府県や企業における輸出取組情報を収集し、林野庁HPに
て提供

•輸出取組紹介数
（H30）：15件
•都道府県の取組紹介数
（H30）：13件

•引き続き、香港等における日本産乾しいたけの
普及拡大を支援、取組事例に関する情報を
収集・提供（販売額の増加）

•台湾の百貨店で試食販売会及び商品提案を実施
（8～10月、1～2月）

•香港での商談会参加及び国内でのアジア・ＥＵ・中東地域等を
対象とした商談会参加
→国内商談会：香港、マレーシア、オーストリア、

アゼルバイジャン等のバイヤーと商談
（10月、1～3月）

•販売額：650万円増
•販売量：800kg
•商談件数：30件
•成約件数：5件

•日本の特徴を活かした家具・建具などの輸出に
向けた取組を実施
（家具・建具分科会において、今後の取組・輸
出拡大に向けた取組を検討・取りまとめ）
（輸出事業者数の拡大）

•木製家具・建具等の輸出拡大に向けた取組方針を取りまとめ
-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（2月26日時点）
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１．養殖生産の拡大
〇 既存のホタテ垂下式養殖産地における生産性の向上・回復及び自然災害に左右されない生産体制の構築。
〇 既存のホタテ地播き漁場における生産性の向上。
〇 ホタテやブリ等の養殖を効率的に行うために必要な漁港整備の推進。

•水中生育画像の遠距離通信網の構築。水中の
ホタテ、付着生物の三次元画像の高解像度化
技術の開発及び付着生物の計数手法の開発
（H32年度までに20％の生産拡大）

•遠距離通信網の構築において、使用周波数帯を変更する
ことによって、音響通信距離を2,000mまで延長することが
できた。三次元画像の高解像度化技術において使用する
カメラの台数の適性を図った

•生産量拡大に向け、技術を開発中

•養殖施設の設置条件（幹綱深度、施設の設
置方向）に応じた養殖施設の振動とホタテ稚貝
のへい死機構の分析
（上記に同じ）

•ホタテガイの成育と環境データを解析した結果、平成29年
産貝のへい死は20℃以上の高水温にさらされたことによる
ものと考えられた

•生産量拡大に向け、技術を開発中

•洗浄機使用のホタテの生残に与える影響への懸
念を払拭し、ザラボヤ等の付着生物の除去を推
進するため、洗浄機使用の効果実証を実施
（事業が完了するH34年度以降、ホタテの安定
生産の確保）

•漁船搭載型洗浄機について導入支援（7台）し、ホタテ
の成長やザラボヤ等の付着物除去作業の軽減について効
果を実証

•安定生産に向け、効果実証を実施中
• これまで計41台の漁船搭載型洗浄機
を導入

•導入後３期の使用効果について有効
性を検証し、浜のザラボヤ等付着生物
対策を推進することで、H34年度以降
の効果創出を見込む

•輸出対象魚介類の養殖を行う漁業地域におい
て、効率的な養殖を営むために必要な漁港の整
備を引き続き推進（事業が完了するH30年度
以降、輸出を拡大させた漁港数の増加）

•流通・輸出拠点漁港のうち、約30漁港においてホタテやブ
リ等の効率的な陸揚等に必要な岸壁、荷さばき所、防波
堤などの整備を推進

•流通・輸出拠点漁港のうち、新たに輸
出を拡大させる漁港数を平成33年度
までにおおむね60漁港とする（平成30
年度の達成状況については集計中）

平成30年度取組方針 活動計画 成果指標

（3月8日時点）
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２．安定した養殖生産体制の構築
ブリについて、
〇 低魚粉配合飼料の導入等による餌料価格に左右されない生産体制の構築。
〇 人工種苗技術の開発・普及による周年出荷体制の構築。
〇 赤潮発生前の出荷の推進、被害防止技術の開発による赤潮被害の低減。
〇 新しい特性を持った品種開発の推進。

•低魚粉飼料の効率的な利用によるコストダウン
に加え、低魚粉飼料でも成長のよいブリの家系
を選抜する技術を開発し、養殖期間の短縮等
により更なるコストダウンを図る
（H34年度までに10％のコスト削減）

•低魚粉飼料の消化吸収率の検証、冬期に通常飼料に切
り替えることによるコスト低減実証試験及び0歳魚において
低魚粉飼料でも高成長する個体の選別試験を実施中

• コスト削減率：7%のコスト削減

•通年産卵のための採卵マニュアルの作成、新設
した施設での種苗生産の実証
（H30年度に35万尾の種苗供給、新設される
鹿児島県の施設で種苗生産の実証）

•ブリ通年採卵技術を確立しマニュアルにまとめて対象地域
である鹿児島県に提供した。ブリの通年採卵と種苗生産
技術を確立し、鹿児島県に技術移転した

•かごしま豊かな海づくり協会において
種苗生産に取組中

• より多くの赤潮プランクトンのデータを入手するた
め、調査船などを利用した観測装置の精度
向上
(H34年度までに開発完了)

•観測装置に新たなセンサーの導入などの改良を行い、赤潮
の検知精度の向上に効果があるかを検証中

•開発の進捗率：改良効果について
検証段階

• より精度の高い対策を行うため、プランクトン別の
分光特性の解明、各海域における赤潮の
種判別手法の開発
（H32年度までに技術開発完了）

•人工衛星の情報等から、プランクトンのグループ別分光特
性解明、各海域における有害赤潮の種判別手法の開発
を行った

•衛星データの収集やアルゴリズムの
開発中

平成30年度取組方針 活動計画 成果指標

（3月8日時点）
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２．安定した養殖生産体制の構築
ブリについて、
〇 低魚粉配合飼料の導入等による餌料価格に左右されない生産体制の構築。
〇 人工種苗技術の開発・普及による周年出荷体制の構築。
〇 赤潮発生前の出荷の推進、被害防止技術の開発による赤潮被害の低減。
〇 新しい特性を持った品種開発の推進。

•ハダムシ抵抗性ブリ家系の第二世代における養
殖適正の評価、三倍体化による不妊化の確認
を実施（H32年度を目処に支出や被害の軽減
により所得を５％以上改善）

•ハダムシ抵抗性ブリ家系の第二世代における養殖適正試
験を実施し適性を把握。三倍体化による不妊の状況につ
いて３歳の成熟期でも完全に不妊化していることを確認

•被害の低減、所得改善に向け、
ハダムシ抵抗性ブリ家系を選抜中

•高成長第二世代の成長の検証を実施
（H32年度までに養殖期間を１割以上短縮さ
せ得る親魚候補を選抜）

•高成長第二世代の作出のための親魚を養成 •親魚選抜の進捗率：100%

平成30年度取組方針 活動計画 成果指標

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_水産部会

３．輸出向け漁業生産体制の構築
〇 省エネ・省力化等による生産コストの削減。
〇 資源管理の取組と連携した沖合漁場の計画的な整備により、沖合漁場の生産性を向上。

•引き続き、サバ・イワシ等を漁獲するまき網漁業
における生産コストの削減を推進するため、省エ
ネ・省力化等の操業体制の実証を支援（まき
網漁業５船団を対象に、生産コストの削減
（30年度を含む実証期間３年間で平均
８％）に取り組む実証事業を支援）

•まき網漁業５船団において、運搬機能を備えた改革型網
船の導入による船団合理化等、省エネ・省力化等の操業
体制の実証を支援

• コスト削減率：9.8％（30年度に支
援したまき網漁業５船団の平均値）

•引き続き、サバ、イワシの資源増大を目指したフ
ロンティア漁場整備事業により、隠岐海峡地区、
対馬海峡地区及び大隅海峡地区において整
備を実施（事業が完了するH33年度以降、整
備した漁場における水産物の増産）

•平成27年度に五島西方沖地区、平成29年度に隠岐海
峡地区（西）のマウンド礁が完成。引き続き、隠岐海峡
地区（東）、対馬海峡地区及び大隅海峡地区におけて
マウンド礁の整備を実施中

•平成27年度に完成した五島西方沖
地区におけるマウンド礁の事後評価
（平成33年度）に向け調査等を実
施中。また、隠岐海峡地区（東）、
対馬海峡地区及び大隅海峡地区にお
いては、引き続き、サバ、イワシの資源
増大を目指したフロンティア漁場整備事
業によるマウンド礁の整備を実施中

平成30年度取組方針 活動計画 成果指標

（3月8日時点）
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４．現地の水産物ニーズに即した輸出先国・地域への進出
〇 水産物専門の海外コンサルタントを配置し、輸出先国･地域のニーズに即したプロモーション活動、現地輸入業者とのマッ
チング、現地の商慣行についての情報の収集･提供を効果的に実施。

〇 日本の季節に応じた多様な水産物をアピールするほか、米･日本酒など消費の相乗効果が期待できる産物と連携してPR  
を実施し、戦略的に日本の水産物の魅力を売り込む。

•現地の嗜好やニーズ・水産物の浸透度等を踏ま
えターゲットを絞り、JFOODOとの連携も図りつつ
プロモーション活動の実施
（取扱業者数、商談件数、成約額等で効果を
測定）

• JFOODOのターゲット品目と連動し、ブリ、マダイ、ホタテのPRを
実施。香港の日系小売のデモキッチンにおいて、「おみくじ割り箸」
や醤油皿等の販促資材を活用しながら、ブリ、マダイ、ホタテの刺
身・寿司の試食PRを実施。特にブリの刺身の人気が高く、販売
促進に繋がった

• JFOODOの取り組みで、YouTubeを通じて、春節市場を狙い、
縁起物と掛けた水産物のプロモーションを実施。ブリ(出世魚)、タ
イ(めでたい)、ホタテ(順風満帆)等を取り上げた動画を、2‐3月
の期間限定で公開し、各国消費者からの閲覧を確認

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）
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４．現地の水産物ニーズに即した輸出先国・地域への進出
〇 水産物専門の海外コンサルタントを配置し、輸出先国･地域のニーズに即したプロモーション活動、現地輸入業者とのマッ
チング、現地の商慣行についての情報の収集･提供を効果的に実施。

〇 日本の季節に応じた多様な水産物をアピールするほか、米･日本酒など消費の相乗効果が期待できる産物と連携してPR  
を実施し、戦略的に日本の水産物の魅力を売り込む。

•国内外の見本市や商談会等への日本企業の
積極的な参加、JETRO等との連携によるセミ
ナーへの現地バイヤーの集客率向上と商談件数
の拡大（国内外の参加事業者の拡大、商談
成約件数の拡大）

•中国の青島での「China Fisheries and Seafood Expo
2018」にて、JETROとの連携によりジャパンパビリオンに出展し商
談会を実施。試食提供したブリの刺身のみでなく、カレイ、カワハ
ギ等対中国での未展開の魚種も人気が高く、大きな商談成約に
繋がった。また、同地のホテルで開催した天皇誕生日イベントにお
いては、大連、福州等のバイヤーが数多く来場し、今後数年間で
は約27億円の成約見通しが付いた

•成約見込額：約9億円
（今後数年間では36億円）

•台湾での「FOOD TAIPEI2018」のジャパンパビリオンにて養殖ク
ロマグロの解体ショーを行い、現地のマグロに比べ脂が乗っていて
美味しいことが評価され、商談成約に繋がった

•成約見込額：約2.4億
(マグロ・ホタテ)

•セミナー参加者：123名

• フランスの「SIAL Paris2018」に出展し、カニかま、ブリ・マグロ・ウ
ナギかば焼き、ホタテ等の試食・展示を行った。ブリの解体ショーの
人気が高く、商談成約に繋がった。会場アンケートにより、欧米・
中東各国でのサーモン・マグロの生食需要の存在を確認できた

•成約見込額：5億(ブリ・ホタテ)
•成約見込件数：37件
•試食配布数:3,000食

•香港にて真珠のセミナーを実施。継続的なPRや、真珠検定等に
よる品質保証の仕組が、贋物に対する危機感を持つ中国人バイ
ヤーへの訴求要素となり、高価格品の商談成約に繋がった

•成約見込額：115億円

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）
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４．現地の水産物ニーズに即した輸出先国・地域への進出
〇 水産物専門の海外コンサルタントを配置し、輸出先国･地域のニーズに即したプロモーション活動、現地輸入業者とのマッ
チング、現地の商慣行についての情報の収集･提供を効果的に実施。

〇 日本の季節に応じた多様な水産物をアピールするほか、米･日本酒など消費の相乗効果が期待できる産物と連携してPR  
を実施し、戦略的に日本の水産物の魅力を売り込む。

•国内外の見本市や商談会等への日本企業の
積極的な参加、JETRO等との連携によるセミ
ナーへの現地バイヤーの集客率向上と商談件数
の拡大（国内外の参加事業者の拡大、商談
成約件数の拡大）

•インドネシアにて、世界的な錦鯉の商談会である「第11回
ASIACUP(KOI SHOW2018)」に出展し、主に中国人バイ
ヤーを対象に高単価な錦鯉の商談成約に繋がった

•成約見込額：約4.0億円
•成約見込件数：33件
•セミナー参加者：230名

•セミナーと同時に開催する商談会の実施
（商談成約件数の拡大）

•ベトナムのホーチミンにおいて、商談会を開催後、商流の集積地
であるダナンにおけるスーパーの一角に、当該商談会参加者や他
の現地バイヤー等へのPR・商談コーナーを設置し、日本産水産
物の試食や商品説明、商談を3か月にわたり継続実施することで、
一定規模の成約を目指す

-

•他品目との共同による水産物の生食文化をはじ
めとした日本食文化等のPR強化
（取扱業者数、商談件数、成約額等で効果を
測定）

•香港等での展示会内のジャパンパビリオンにおいて、米、青果物
等の他品目とのジャパンブランドを推進。次年度以降に向け寿司
に使用する米等とのタイアップを検討 -

•調査結果をもとに、米国においてプロモーション
活動を実施

•過年度での展示会でのアンケート調査結果等により、米国ではブ
リ、マダイ、ホタテの人気が高く、ポキやカルパッチョ等での食べ方が
好まれることを特定。ボストン、シカゴ等において調査結果を生か
した商談会を実施予定

-

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_水産部会

５．水産加工施設のＨＡＣＣＰ対応等を推進
〇 対EU・HACCP認定について、水産庁も認定主体となり認定を推進。
〇 水産加工施設等のHACCP対応等を促進。

• 「日本再興戦略」改訂2014（平成26年6月
24日閣議決定）にて、平成31年度までに100
施設程度を認定することを目標。引き続き、対
EU・HACCP認定を推進する（H30年度に対
EU・HACCP認定施設数の増加）

•対EU・HACCP認定について、水産庁において平成31年2月中
までに23施設を認定。厚生労働省による認定と合わせ合計63
施設を認定

•認定施設数：63施設

•引き続き、HACCP対応のための水産加工施設
の改修等に対する支援により水産加工施設等
のHACCP対応を推進（H30年度にHACCP
対応する水産加工施設等の増加）

•輸出先国のHACCP基準への対応を目指す水産加工業者に対
し、水産加工施設の改修等の支援を実施中（本年度整備完
了予定15施設）

•対応施設数：輸出先国の
HACCP基準に対応する水産加
工施設の改修等が4施設完了
（H31.1末現在）

•引き続き、HACCP導入のための研修会や現地
指導等に対する支援により、HACCP導入を
推進（H30年度の研修会の開催や現地指導
の確実な実施）

• HACCP導入を促進するため、事業者が計画した研修会開催
（平成30年度68回）や専門家による現地指導等（同262
施設）への支援を実施中

•研修会の回数：HACCP導入の
ための研修会57回や現地指導
等272回（H31.1末現在）の
実施を支援

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



取組方針を踏まえた今年度実績_水産部会

６．流通・輸出の拠点漁港における高度な品質・衛生管理体制を構築
〇 陸揚から出荷まで一貫した衛生管理の下で水産物を取り扱うことにより、輸出水産物の商品価値を向上。

•引き続き、流通・輸出拠点漁港等における衛生
管理対策を重点的に推進
（流通・輸出拠点漁港における品質が向上した
水産物等の取扱量の増加）

•衛生管理対策に資する高度衛生管理型荷さばき所や冷凍・冷
蔵施設等の整備を推進

•農林水産物輸出インフラ整備プログラムで対象となっている15地
区のうち、平成30年度は７地区で整備を推進し、斜里漁港の
高度衛生管理施設の稼働を開始

•流通・輸出拠点漁港のうち、水
産物の高度な衛生管理体制が
構築された漁港の割合を平成
33年度までに50％とする
（平成30年度の達成状況に
ついては集計中）

７．輸出に係る各種規制の緩和、手続の簡素化・迅速化
〇 輸出先国・地域による各種輸入規制の緩和・撤廃に向けて科学的データ等に基づく協議を実施

•引き続き、輸出先国・地域による各種輸入規制
の緩和・撤廃に向けて科学的データ等に基づく
協議を行う

•原発事故に伴い、諸外国・地域において講じられている放射性
物質関係の輸入規制に対しては、様々な機会を捉えて、撤廃・
緩和を求めた

•規制を有する国が27ヶ国から
24ヶ国に減少。また、24ヶ国のう
ち2ヶ国で規制が緩和（H30.4
月→H31.2.13日現在）

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



８．輸出向け水産物の水産エコラベル認証スキームを構築
〇 輸出向け水産物の認食スキームを新設するとともに、認証の国際的な認知度を高めることにより、海外での販路確保及
び市場拡大を推進。

• GSSIへ本審査を申請後、早期に承認が得られ
るよう交渉を円滑に実施するため、専門家との連
携等の交渉体制の充実を図る
（H30年度中に交渉体制を充実）

• MEL協議会において、平成30年度に、英語能力、交渉能力と
もに堪能な事務局員２名を配置し、GSSI申請に向けた海外コ
ンサルタントによるフォロー体制やGSSI専門家からのテクニカルア
ドバイスを受ける等、交渉体制を充実した

• これにより平成30年９月にGSSIに本審査を申請し、その後も
GSSI審査過程での指摘を踏まえて、スキームの改善を実施中

•本審査の進捗率：
３段階/７段階中

•漁業者、流通・加工事業者も含めた認証の普
及加速化に向けて、審査時に事業者及び審査
機関が必要な情報等を提示・入手しやすくでき
るシステムの構築について、実行可能性を含めた
検討を行う
（H30年度中のシステム構築を目指す）

•（国研）水産研究・教育機構を中心とするJVが「水産エコラベ
ル認証審査支援システム（MuSESC）」を構築し、平成30年
12月にプレスリリース

•システムの実用性を高めるため、年度内に複数のユーザー候補
者によるテスト運用を実施し、改善を図る

•水産エコラベル認証審査支援
システム（MuSESC）を構築中

•認証の普及に向けて、認証取得を目指す事業
者へのコンサルティングについて支援（H30年度
中に認証取得事業者数を増加）

•認証の普及に向けて、認証取得を目指す事業者に対して、年度
内に漁業２件、養殖５件、流通加工３件の計10件のコンサル
ティングが終了する見込み

• コンサルティングの受審者数：
10件

取組方針を踏まえた今年度実績_水産部会

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況
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９．輸出時における高品質化（ブリ褐変防止）
〇 冷凍ブリ解凍後の血合肉の褐変を防止する技術の開発により、輸出先国において高い商品価値を維持。

•電気タモを活用した現場で利用可能な養殖ブリ
沈静化システムの構築。ヘッドカッターと内臓除
去機、および一体型連動機のデモ試験による普
及（H30年度に技術開発完了、取組協力機
関14事業者に情報の普及）

•電気タモの形状を検討し､問題のないシステムを完成し、６社に
技術普及済み。ヘッドカッターと内臓除去機、および一体型連動
機を完成し、内臓除去機を９社へ導入した

• 14事業者への情報普及率：
43%(6/14)

• ブリ血合肉の褐変を防止するための新しい技術
を開発（H32年度までに技術開発完了）

•褐変を防止する技術である酸素充填解凍技術の確立に向け、
技術開発、効果検証、作用機序の解明を行った

•酸素充填技術開発を用いたブリ
血合筋内部までの酸素ガス浸透
方法の開発中

取組方針を踏まえた今年度実績_水産部会

10．その他

•前年度の成果を活用し、残された課題の解決と
海洋環境や生態の異なる西日本のナマコについ
て、中間育成技術の実証
（H30年度に実証試験を3箇所で実施）

•西日本の海域で、環境DNAによるナマコ幼生の把握や、中間育
成技術等の実証を行い、幼生の分布、収容密度等の知見が得
られた

•実証試験の進捗：西日本の
3海域で実証試験を実施

• モニタリング（EU向けの養殖魚介類を使用した
水産物については残留動物用医薬品等のモニ
タリング、ホタテ貝等二枚貝については生産海域
における貝毒等のモニタリング）にかかる費用へ
の支援を実施
（H30年度のモニタリングの確実な実施）

•養殖魚の残留動物用医薬品等のモニタリング(9加工事業者)、
ホタテ貝等二枚貝の生産海域における貝毒等のモニタリング
(6生産海域)を支援中

•モニタリングの進捗率：養殖魚の
残留動物用医薬品等のモニタリ
ング(9加工事業者)、ホタテ貝等
二枚貝の生産海域における貝毒
等のモニタリング(6生産海域)を
支援中

平成30年度取組方針 取組内容・成果 成果指標の達成状況

（3月8日時点）



事務局調査項目一覧

調査名 調査概要

加工食品 • 並行輸出対策に関する調査
• 食品メーカーが国内向け商品として出荷したものが輸出されるケース(並行輸出)は
正規ルートでの輸出を阻害する可能性があるため、並行輸出に付随するリスクや対
策事例等（法的対策の可能性を含む）の調査を実施

(品目横断)

• 輸出時の“日本産・日本製”
表示に関する調査

• アジア圏を中心に日本製であることの評価・ブランドが高まっており、商品に“日本
製”を強調表示をすることによる現地消費者への訴求効果及び各国の表示規制の
調査を実施

• 米粉の輸出拡大に向けた
欧米グルテンフリー市場調査

• 米粉/米粉加工品に関して、グルテンフリーという特徴を活かした輸出可能性を探る
目的で、米国・フランス・イギリス・スペインに関して、グルテンフリー市場の特徴・流通
構造を調査した上で、日本産米粉/米粉加工品の輸出拡大の可能性を検討

米粉

コメ • 中国における日本産米需要調査
• 中国では、旧正月の春節を中心に「贈答文化」が強いため、日本産米を贈答用と
して販売促進できる可能性がある

• 中国における日本産米の販路拡大に向けて、贈答用を中心に日本産米の現地で
の需要を調査

• 輸出拠点戦略検討
• ポスト１兆円以降の更なる輸出拡大に向けた、国内の輸出拠点整備の在り方に
関して、他国事例（オランダ・韓国等）の調査結果を踏まえて、求められる輸出モ
デル・必要な支援の在り方等を検討

参考資料

※調査報告書はこちら→  http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/30hokoku.html 
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